
現況p1_AS各あり_4

●投資環境（2022年度）

●運用実績の推移および運用方針

日本株式市場

当年度の国内株式市場は前年度末対比小幅に上昇しました。年度前半、新型コロナウイルスに対する行動規制の緩和に
よって経済活動が徐々に再開されたことや、大幅な円安進行に伴う企業業績拡大への期待などがプラス要因となった一
方、欧米中央銀行の金融引き締め強化による景気後退リスクなどがマイナス要因となり、国内株式市場はボックス圏で推
移しました。2022年12月に日銀による金融緩和政策の変更 （事実上の利上げ） が行われたことにより円高・株安が進ん
だものの、2023年1月の日銀金融政策決定会合では政策変更が見送られたことや、東証がPBR （株価純資産倍率） 1倍
割れの企業に対して企業価値改善策の開示を求める方針を示したことが材料視されて、国内株式市場は3月上旬に年度
中の高値を付けました。その後、米国やスイスの金融機関の信用不安から国内株式市場は下落に転じましたが、前年度
末対比小幅に上昇して当年度を終えました。

外国株式市場

当年度の外国株式市場は下落しました。年度前半は、中国で新型コロナウイルス対策としてロックダウン （都市封鎖） が
拡大されるとの懸念が高まったことや、世界的にインフレ圧力が強まるなか、FRB （米連邦準備制度理事会） による積極
的な利上げへの懸念が高まり、外国株式市場は下落しました。年度後半は、インフレ率が鈍化するなか、FRBによる積極的
な利上げ継続観測が後退したことを受けて、外国株式市場は上昇基調に転じましたが、年度末にかけては米国の地方銀
行の破綻やスイスの大手金融機関の信用不安の高まりなどから下落し、前年度末対比でも下落して当年度を終えました。

日本債券市場

当年度、10年国債利回りは上昇しました。年度前半、インフレ指標の高止まりを背景に、欧米の主要中央銀行が政策金利
の大幅な利上げを継続したことによる世界的な国債利回りの上昇を受けて、10年国債利回りは日銀が設定した長期金利
の変動許容幅の上限に近い0.22-0.25％の狭いレンジ内で推移しました。年度後半、日銀金融政策決定会合で長期金利
の変動許容幅を±0.25％程度から±0.50％程度に拡大することが発表されると、10年国債利回りは0.5％程度まで急上昇
する展開となりました。年度末にかけては、米国での銀行破綻をきっかけとした金融システム不安を背景に10年国債利回
りは0.25％程度まで低下しましたが、年度を通しては上昇しました。

外国債券市場

当年度、米国債利回りは上昇しました。年度前半、世界的にインフレの高止まりが懸念されるなか、FRBが2022年3月の会
合で政策金利の引き上げに踏み切り、その後も大幅な利上げを継続したことで、米国債利回りは上昇基調で推移しまし
た。年度後半は、雇用統計やCPI （消費者物価指数） に落ち着きが見られ、FRBによる金融引き締め長期化への懸念が
後退したことから、米国債利回りは低下基調に転じました。年度末にかけては、雇用・物価指標が堅調となった一方、米国
の銀行破綻を受けた欧米の金融システム不安の高まりから米国債利回りは大きく低下しましたが、前年度末対比では上
昇して当年度を終えました。
当年度、ドイツ国債利回りは上昇しました。資源価格の高騰などを背景としたインフレが高進するなか、2022年7月のECB
（欧州中央銀行） 会合で0.5％の利上げに踏み切り、その後も利上げを継続する姿勢を示したことから、ドイツ国債利回り
は上昇基調で当年度を終えました。

外国為替市場

米ドル円為替レートは、年度前半は米国のインフレ率の高まりや金融政策正常化を急ぐ姿勢を受けて米国債利回りが上
昇し、日本と米国の金利差拡大を背景に円安米ドル高となりました。年度後半は、FRBによる利上げ継続への懸念が後退
したことや、日銀が10年国債利回りの変動許容幅を拡大したことなどを背景に円高米ドル安が進行しましたが、前年度末
対比では円安米ドル高の水準で当年度を終えました。
ユーロ円為替レートは、インフレ率の高止まりやECBによる金融政策正常化に向けた動きを背景に円安ユーロ高基調で推
移しました。米国CPIが事前予想を下回ったことを受けて世界的に利上げ継続懸念が後退し円高ユーロ安となる局面もあ
りましたが、ユーロ圏の景気が底堅いことを受けたECB高官による金融引き締めに積極的な発言を背景に円安ユーロ高
が進行し、前年度末対比円安ユーロ高の水準で当年度を終えました。

2022年度 特別勘定の現況

①当期の運用実績の推移	 各特別勘定の運用状況をご参照ください。

②当期の運用方針	 当社は、 各特別勘定の運用方針に従い、 特別勘定の運用を実施しました。

③今後の運用方針	 当社は、 今後とも、 各特別勘定の運用方針および管理運営方針に従い、 特別勘定の運

用を行う方針です。

当社は2022年度決算（決算日： 2023年3月31日）を行いました。 当資料は2022年度の運用状況をご報告するものです。

4ページ以降は特別勘定レポート（2023年3月末現在）からの抜粋となります。 最新の運用状況は当社ホームページにてご確認いただけます。
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●特別勘定資産の内訳（2022年度末）
（単位 ： 百万円）

区分
金額

世界株式ヘッジ 世界株式 日本株式成長株 日本株式小型成長株 日本株式BR 東京海上日本株式 日本株式インデックス

現預金 ・ コールローン 29 83 23 20 14 - -

有価証券 868 2,650 1,505 646 427 239 729

公社債 - - - - - - -

株式 - - - - - - -

外国証券 - - - - - - -

公社債 - - - - - - -

株式等 - - - - - - -

その他の証券 868 2,650 1,505 646 427 239 729

貸付金 - - - - - - -

その他 17 - 0 - - 70 68

貸倒引当金 - - - - - - -

合計 915 2,734 1,529 666 441 310 797

※単位未満切捨て
（単位 ： 百万円）

区分
金額

欧州株式 米国株式 世界バランス 世界債券ヘッジ 世界債券 米国債券 マネー ・ プール

現預金 ・ コールローン 5 43 2 14 14 7 639

有価証券 464 1,289 203 535 819 250 -

公社債 - - - - - - -

株式 - - - - - - -

外国証券 464 1,289 - - - 250 -

公社債 - - - - - - -

株式等 464 1,289 - - - 250 -

その他の証券 - - 203 535 819 - -

貸付金 - - - - - - -

その他 - 2 0 1 3 0 -

貸倒引当金 - - - - - - -

合計 469 1,336 206 551 838 258 639

※単位未満切捨て

●特別勘定の運用収支状況（2022年度）
（単位 ： 百万円）

区分
金額

世界株式ヘッジ 世界株式 日本株式成長株 日本株式小型成長株 日本株式BR 東京海上日本株式 日本株式インデックス

利息配当金等収入 143 102 78 11 36 9 31

有価証券売却益 - - - - - - -

有価証券償還益 - - - - - - -

有価証券評価益 555 1,708 143 35 71 8 24

為替差益 - - - - - - -

金融派生商品収益 17 - - - - - -

その他の収益 - - - - - - -

有価証券売却損 - - - 6 - 23 9

有価証券償還損 - - - - - - -

有価証券評価損 691 1,778 214 60 96 1 31

為替差損 - - - - - - -

金融派生商品費用 134 - - - - - -

その他の費用及び損失 - - - - - - -

収支差額 -109 33 6 -20 11 -6 15

※単位未満切捨て
（単位 ： 百万円）

区分
金額

欧州株式 米国株式 世界バランス 世界債券ヘッジ 世界債券 米国債券 マネー ・ プール

利息配当金等収入 - - 6 1 39 - -

有価証券売却益 126 206 - - - 28 -

有価証券償還益 - - - - - - -

有価証券評価益 31 78 36 - 263 7 -

為替差益 0 - - - - - -

金融派生商品収益 -0 - - - - - -

その他の収益 2 14 - - - - -

有価証券売却損 - 0 - 2 - - -

有価証券償還損 - - - - - - -

有価証券評価損 117 326 60 63 329 26 -

為替差損 0 0 - - - 0 -

金融派生商品費用 0 - - - - - -

その他の費用及び損失 - - - - - - -

収支差額 43 -27 -17 -65 -26 9 -

※単位未満切捨て
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●保有契約高（2022年度末）

（単位 ： 件、 百万円）

項目 件数 金額

変額個人年金保険　投資型年金Ⅰ 1,237 11,638

※単位未満切捨て

●有価証券の売買状況（2022年度）

（単位 ： 千口、 千円）

特別勘定の名称 銘柄
買付 売付

口数 金額 口数 金額

世界株式ヘッジ キャピタル・インターナショナル・グローバル・エクイティ ・ ファンドVA-1＊1 - - 91,047 86,072

世界株式 キャピタル・インターナショナル・グローバル・エクイティ ・ ファンドVA-1＊1 - - 64,609 60,109

日本株式成長株 フィデリティ ・ 日本成長株 ・ ファンドVA3＊1 283,662 859,000 315,610 876,693

日本株式小型成長株 フィデリティ ・ 日本小型株 ・ ファンドVA3＊1 255,391 726,900 240,069 669,719

日本株式BR JDF日本株式ファンド 193,267 248,000 154,299 157,977

東京海上日本株式 日本株アクティブファンド＊2 524,347 1,118,600 541,767 1,168,708

日本株式インデックス 日本株式インデックス ・ ファンドVA1＊2 867,056 1,923,700 893,922 1,954,606

欧州株式
Merian European Equity Fund 582 84,935 3,607 426,804

Jupiter European Growth＊3 54 442 1 9,483

米国株式 Jupiter Merian North American Equity Fund （IRL） 222 1,215,768 372 1,868,910

世界バランス ダ ・ ヴィンチVA - - 19,042 26,069

世界債券ヘッジ JDFワールド ・ ボンド ・ ファンド （為替ヘッジあり） - - 86,685 106,837

世界債券 JDFワールド ・ ボンド ・ ファンド （為替ヘッジなし） - - 59,336 76,160

米国債券 Janus Henderson Flexible Income Fund 177 289,088 225 337,259

マネー ・ プール — - - - -

※単位未満切捨て
＊1 適格機関投資家専用
＊2 適格機関投資家限定
＊3 2022年12月5日付で投資対象となる投資信託が変更となりました。 詳細については、 当資料の該当ページをご参照ください。

●特別勘定の内容

特別勘定の名称 銘柄 運用会社 資産運用関係費用（年率）＊1

世界株式ヘッジ
キャピタル・インターナショナル・グローバル・エクイティ・ファンドVA-1＊2 キャピタル ・ インターナショナル 0.77％ （税込） 程度

世界株式

日本株式成長株 フィデリティ ・ 日本成長株 ・ ファンドVA3＊2

フィデリティ投信
0.968％ （税込） 程度

日本株式小型成長株 フィデリティ ・ 日本小型株 ・ ファンドVA3＊2 1.078％ （税込） 程度

日本株式BR JDF日本株式ファンド ブラックロック ・ ジャパン 0.924％ （税込） 程度

東京海上日本株式 日本株アクティブファンド＊3 東京海上アセットマネジメント 0.715％ （税込） 程度

日本株式インデックス 日本株式インデックス ・ ファンドVA1＊3 ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ 0.275％ （税込） 程度

欧州株式 Jupiter European Growth＊5 投資顧問 ： Jupiter Asset 

Management Limited＊5 0.91％程度＊5

米国株式 Jupiter Merian North American Equity Fund （IRL）
投資顧問 ： Jupiter Investment 

Management Limited
1.5％以内

世界バランス ダ ・ ヴィンチVA ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント 0.99％ （税込） 程度

世界債券ヘッジ JDFワールド ・ ボンド ・ ファンド （為替ヘッジあり）
ブラックロック ・ ジャパン 0.858％ （税込） 程度

世界債券 JDFワールド ・ ボンド ・ ファンド （為替ヘッジなし）

米国債券 Janus Henderson Flexible Income Fund
投資顧問 ： Janus Henderson 

Investors US LLC
0.55％程度

マネー ・ プール 特に定めません 特に定めません ＊4

＊1 資産運用関係費用は、 主に利用する投資信託の信託報酬率を記載しています。 信託報酬の他、 監査報酬、 信託事務の諸費用、 有価
証券の売買委託手数料および消費税等の税金等がかかりますが、 費用の発生前に金額や計算方法を確定することが困難なため表示
することができません。 また、 これらの費用は投資信託の純資産総額より差し引かれます。 したがって、 ご契約者はこれらの費用を間
接的に負担することになります。 なお、 資産運用関係費用は、 運用手法の変更等により将来変更される可能性があります。

＊2 適格機関投資家専用
＊3 適格機関投資家限定
＊4 金利情勢、 投資対象とする短期金融商品によって変動します。
＊5 2022年12月5日付で投資対象となる投資信託が変更となりました。 詳細については、 当資料の該当ページをご参照ください。
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特別勘定について
基本情報 ■ユニットプライスの推移

・ 。んせまりあはでのもたしと的目を集募の約契険保命生、りあでのものめたるす示開を等況状用運ていつに定勘別特各の）険保金年人個額変（Ⅰ金年型資投、は料資当 
・  投資型年金Ⅰ（変額個人年金保険）は特別勘定で運用を行う商品です。また特別勘定は投資信託を主な投資対象としていますが、当商品は投資信託とは異なる商品です。また、当資料に掲載されている投資信託の開示情報はあくまでも

参考情報であり、ご契約者が直接投資信託を保有するものではありません。
・ 産資はで品商当。すまりなにとこう負をクスリ資投はてっよに等動変替為、落下の価株、面反るきで待期が性益収い高、めたるいてしと象対資投を産資クスリるすき動値てっよに境環の場市融金、利金、益収業企、済経は用運産資の定勘別特 

運用の結果が直接、死亡保険金額、解約払戻金額、将来の年金額等に反映されることから、資産運用の成果・リスクが直接ご契約者に帰属することになります。
・ のスイラプトッニユ、ととこるいてし有保を金預現の定一てえ備に等動異の約契険保にかほの託信資投が定勘別特、はれこ。すまりな異はとき動の額価準基の託信資投るなと象対資投な主の定勘別特、はき動のスイラプトッニユの定勘別特 

計算にあたり保険関係費用等を控除しているからです。また、ご契約者の積立金の増減とユニットプライスの動きは必ずしも一致するものではありません。これは、ご契約者の積立金を算出するためにはユニットプライスの増減に加えて、積立金
移転費用、貸付利息等を控除する場合があるからです。

・ 。んせまい負を任責切一は社会式株険保命生んしんあ動日上海京東ていつに容内示開、りあでのもるす供提が社会式株険保命生んしんあ動日上海京東を報情たれさ示開りよに社会用運各は報情示開の託信資投るいてれさ載掲に料資当 
・ 。んせまりあはでのもるす証保はいるあ唆示を果成用運の来将、りあでのもたし表を績実の去過は等況現の託信資投、表諸務財、況状用運るいてれさ載掲に料資当 

投資対象となる投資信託について

■特別勘定 純資産総額の内訳 （単位：百万円）

− 3 −

世界株式ヘッジ（2023年3⽉末現在）

【運用会社】キャピタル・インターナショナル
【運用対象】日本を含む世界主要国の株式など
【ベンチマーク】MSCI-World Index

キャピタル・インターナショナル・グローバル・エクイティ・ファンドVA-１（適格機関投資家専用）の基本情報

運用状況
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ユニットプライス 前月比
2020年  3月31日 121.26 －
2022年  3月31日 184.87 5.70%

4月30日 165.82 －10.31%
5月31日 167.82 1.21%
6月30日 156.37 －6.82%
7月31日 164.25 5.04%
8月31日 158.92 －3.24%
9月30日 145.16 －8.66%

10月31日 148.92 2.59%
11月30日 160.18 7.57%
12月31日 158.77 －0.88%

2023年  1月31日 165.95 4.52%
2月28日 161.85 －2.47%
3月31日 163.58 1.07%

3ヶ月変化率 3.03%
6ヶ月変化率 12.68%

1年変化率 －11.52%
3年変化率 34.89%

※ユニットプライスは、小数点第3位以下を切り捨てて表示しています。
※前月比・変化率は、小数点第3位を四捨五入して表示しています。

【特別勘定の設定日】1999年8月1日
【資産分類】世界株式
【運用方針】
日本を含む世界主要国の株式に分散投資を行い、中長期的な値上が
り益の獲得を目指します。
原則として、為替ヘッジを行い、円ベースでの安定的な収益を追求
します。＊

＊為替ヘッジは、東京海上日動あんしん生命にて実施します。
【投資対象となる投資信託】
キャピタル・インターナショナル・グローバル・エクイティ・ファンドVA-1

資産等の種類 金　額 構成比
現預金 29 3.3%
有価証券等

キャピタル・インターナショナル・
グローバル・エクイティ・ファンドVA-1 876 96.7%

その他 － －
資産合計 905 100.0%
負債合計 － －

純資産総額 905 100.0%

■国別・地域別内訳※ （2023.3末現在）

構成比 構成比 銘柄数
北米 71.3% 47.0% 99
　　　　アメリカ 68.0% 45.6% 93
　　　　カナダ 3.3% 1.3% 6
欧州・中近東 19.1% 34.6% 53
　　　　イギリス 4.2% 6.0% 10
　　　　フランス 3.6% 11.4% 15
　　　　スイス 2.9% 3.5% 9
　　　　ドイツ 2.5% 1.5% 2
　　　　オランダ 1.3% 3.1% 3
　　　　ノルウェー 0.2% 0.6% 1
　　　　その他 4.4% 8.4% 13
アジア・オセアニア 9.6% 10.0% 23
　　　　日本 6.2% 6.6% 16
　　　　香港 0.8% 1.9% 4
　　　　その他 2.6% 1.5% 3
その他地域 －% 3.7% 8
キャッシュ他 －% 4.8% －
合計 100.0% 100.0% 183

国名

■業種別内訳※（2023.3末現在）　

構成比 構成比
22.7% 17.7%
13.3% 15.7%
13.0% 14.2%
10.7% 12.9%
7.6% 9.3%

10.8% 8.0%
6.9% 5.3%
4.4% 4.7%
5.0% 4.1%
3.0% 2.5%
2.5% 0.8%
－% 4.8%

100.0% 100.0%合計

 業種

情報技術
ヘルスケア
金融
資本財・サービス

公益事業
不動産
キャッシュ他

生活必需品
一般消費財・サービス
コミュニケーション・サービス

素材
エネルギー

■組入上位10銘柄※ （2023.3末現在）　　　　　
銘柄名 国名

1 デンマーク ヘルスケア 2.7%
2 アメリカ 情報技術 2.6%
3 オランダ 情報技術 2.2%
4 アメリカ 情報技術 2.2%
5 イギリス ヘルスケア 2.0%
6 アメリカ コミュニケーション・サービス 1.9%
7 アメリカ 情報技術 1.8%
8 フランス 資本財・サービス 1.7%
9 アメリカ ヘルスケア 1.4%
10 香港 金融 1.3%AIAグループ

アストラゼネカ
アルファベット
アップル
サフラン
ユナイテッドヘルス・グループ

業種　　　  　　　構成比
ノボ　ノルディスク
マイクロソフト
ASMLホールディング
ブロードコム

 2023年3⽉の世界の株式市場は、現地通貨ベースが上昇した⼀⽅、円ベースは下落しました。⽶国株式市場（現地通貨ベース）は、前半は複数の地銀の破綻を契機に⾦融システム不安が⾼
まったことから、⼤幅に下落しました。後半には⾦融当局の迅速な対応により不安が和らいだことで市場は落ち着きを取り戻し、⻑期⾦利の低下も⽀えとなって上昇しました。欧州株式市場
（同）は、スイス⾦融⼤⼿の経営不安が広がるなかで⼀時急落しましたが、過度な警戒感の後退にともない下げ幅を縮⼩しました。セクター別（同）では、情報技術やコミュニケーション・
サービスなどが上昇した⼀⽅、⾦融や不動産などは下落しました。
 当ファンドでは、キャピタル・インターナショナル・ファンド・グローバル・エクイティ・マザーファンドを通じてキャピタル・グループ・グローバル・エクイティ・ファンド（LUX）に
投資を⾏った結果、当⽉の基準価額騰落率は−0.36％となりました。キャピタル・グループ・グローバル・エクイティ・ファンド（LUX）における運⽤に関しては、セクター別では⾦融やヘ
ルスケアにおける銘柄選択、国別では⽇本の銘柄選択などがプラス要因となりました。⼀⽅、セクター別では情報技術における銘柄選択、国別では⽶国の銘柄選択などはマイナス要因となり
ました。

【運⽤会社による投資信託へのコメント】（2023.3末現在）

※構成⽐は投資対象となる投資信託の時価総額に対する割合
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特別勘定について
基本情報 ■ユニットプライスの推移

・ 。んせまりあはでのもたしと的目を集募の約契険保命生、りあでのものめたるす示開を等況状用運ていつに定勘別特各の）険保金年人個額変（Ⅰ金年型資投、は料資当 
・  投資型年金Ⅰ（変額個人年金保険）は特別勘定で運用を行う商品です。また特別勘定は投資信託を主な投資対象としていますが、当商品は投資信託とは異なる商品です。また、当資料に掲載されている投資信託の開示情報はあくまでも

参考情報であり、ご契約者が直接投資信託を保有するものではありません。
・ 産資はで品商当。すまりなにとこう負をクスリ資投はてっよに等動変替為、落下の価株、面反るきで待期が性益収い高、めたるいてしと象対資投を産資クスリるすき動値てっよに境環の場市融金、利金、益収業企、済経は用運産資の定勘別特 

運用の結果が直接、死亡保険金額、解約払戻金額、将来の年金額等に反映されることから、資産運用の成果・リスクが直接ご契約者に帰属することになります。
・ のスイラプトッニユ、ととこるいてし有保を金預現の定一てえ備に等動異の約契険保にかほの託信資投が定勘別特、はれこ。すまりな異はとき動の額価準基の託信資投るなと象対資投な主の定勘別特、はき動のスイラプトッニユの定勘別特 

計算にあたり保険関係費用等を控除しているからです。また、ご契約者の積立金の増減とユニットプライスの動きは必ずしも一致するものではありません。これは、ご契約者の積立金を算出するためにはユニットプライスの増減に加えて、積立金
移転費用、貸付利息等を控除する場合があるからです。

・ 。んせまい負を任責切一は社会式株険保命生んしんあ動日上海京東ていつに容内示開、りあでのもるす供提が社会式株険保命生んしんあ動日上海京東を報情たれさ示開りよに社会用運各は報情示開の託信資投るいてれさ載掲に料資当 
・ 。んせまりあはでのもるす証保はいるあ唆示を果成用運の来将、りあでのもたし表を績実の去過は等況現の託信資投、表諸務財、況状用運るいてれさ載掲に料資当 

投資対象となる投資信託について

■特別勘定 純資産総額の内訳 （単位：百万円）

− 4 −

世界株式（2023年3⽉末現在）

【運用会社】キャピタル・インターナショナル
【運用対象】日本を含む世界主要国の株式など
【ベンチマーク】MSCI-World Index

キャピタル・インターナショナル・グローバル・エクイティ・ファンドVA-１（適格機関投資家専用）の基本情報

運用状況
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ユニットプライス 前月比
2020年  3月31日 158.15 －
2022年  3月31日 268.71 10.88%

4月30日 254.48 －5.30%
5月31日 256.65 0.85%
6月30日 254.88 －0.69%
7月31日 263.86 3.53%
8月31日 263.39 －0.18%
9月30日 252.36 －4.19%

10月31日 264.43 4.78%
11月30日 268.51 1.54%
12月31日 256.50 －4.47%

2023年  1月31日 265.54 3.52%
2月28日 270.03 1.69%
3月31日 269.41 －0.23%

3ヶ月変化率 5.03%
6ヶ月変化率 6.76%

1年変化率 0.26%
3年変化率 70.34%

※ユニットプライスは、小数点第3位以下を切り捨てて表示しています。
※前月比・変化率は、小数点第3位を四捨五入して表示しています。

【特別勘定の設定日】1999年8月1日
【資産分類】世界株式
【運用方針】
日本を含む世界主要国の株式に分散投資を行い、中長期的な値上が
り益の獲得を目指します。原則として、為替ヘッジを行いません。

【投資対象となる投資信託】
キャピタル・インターナショナル・グローバル・エクイティ・ファンドVA-1

資産等の種類 金　額 構成比
現預金 83 3.1%
有価証券等

キャピタル・インターナショナル・
グローバル・エクイティ・ファンドVA-1 2,650 96.9%

その他 － －
資産合計 2,734 100.0%
負債合計 － －

純資産総額 2,734 100.0%

■国別・地域別内訳※ （2023.3末現在）

構成比 構成比 銘柄数
北米 71.3% 47.0% 99
　　　　アメリカ 68.0% 45.6% 93
　　　　カナダ 3.3% 1.3% 6
欧州・中近東 19.1% 34.6% 53
　　　　イギリス 4.2% 6.0% 10
　　　　フランス 3.6% 11.4% 15
　　　　スイス 2.9% 3.5% 9
　　　　ドイツ 2.5% 1.5% 2
　　　　オランダ 1.3% 3.1% 3
　　　　ノルウェー 0.2% 0.6% 1
　　　　その他 4.4% 8.4% 13
アジア・オセアニア 9.6% 10.0% 23
　　　　日本 6.2% 6.6% 16
　　　　香港 0.8% 1.9% 4
　　　　その他 2.6% 1.5% 3
その他地域 －% 3.7% 8
キャッシュ他 －% 4.8% －
合計 100.0% 100.0% 183

国名

■業種別内訳※（2023.3末現在）　

構成比 構成比
22.7% 17.7%
13.3% 15.7%
13.0% 14.2%
10.7% 12.9%
7.6% 9.3%

10.8% 8.0%
6.9% 5.3%
4.4% 4.7%
5.0% 4.1%
3.0% 2.5%
2.5% 0.8%
－% 4.8%

100.0% 100.0%合計

 業種

情報技術
ヘルスケア
金融
資本財・サービス

公益事業
不動産
キャッシュ他

生活必需品
一般消費財・サービス
コミュニケーション・サービス

素材
エネルギー

■組入上位10銘柄※ （2023.3末現在）　　　　　
銘柄名 国名

1 デンマーク ヘルスケア 2.7%
2 アメリカ 情報技術 2.6%
3 オランダ 情報技術 2.2%
4 アメリカ 情報技術 2.2%
5 イギリス ヘルスケア 2.0%
6 アメリカ コミュニケーション・サービス 1.9%
7 アメリカ 情報技術 1.8%
8 フランス 資本財・サービス 1.7%
9 アメリカ ヘルスケア 1.4%
10 香港 金融 1.3%AIAグループ

アストラゼネカ
アルファベット
アップル
サフラン
ユナイテッドヘルス・グループ

業種　　　  　　　構成比
ノボ　ノルディスク
マイクロソフト
ASMLホールディング
ブロードコム

 2023年3⽉の世界の株式市場は、現地通貨ベースが上昇した⼀⽅、円ベースは下落しました。⽶国株式市場（現地通貨ベース）は、前半は複数の地銀の破綻を契機に⾦融システム不安が⾼
まったことから、⼤幅に下落しました。後半には⾦融当局の迅速な対応により不安が和らいだことで市場は落ち着きを取り戻し、⻑期⾦利の低下も⽀えとなって上昇しました。欧州株式市場
（同）は、スイス⾦融⼤⼿の経営不安が広がるなかで⼀時急落しましたが、過度な警戒感の後退にともない下げ幅を縮⼩しました。セクター別（同）では、情報技術やコミュニケーション・
サービスなどが上昇した⼀⽅、⾦融や不動産などは下落しました。
 当ファンドでは、キャピタル・インターナショナル・ファンド・グローバル・エクイティ・マザーファンドを通じてキャピタル・グループ・グローバル・エクイティ・ファンド（LUX）に
投資を⾏った結果、当⽉の基準価額騰落率は−0.36％となりました。キャピタル・グループ・グローバル・エクイティ・ファンド（LUX）における運⽤に関しては、セクター別では⾦融やヘ
ルスケアにおける銘柄選択、国別では⽇本の銘柄選択などがプラス要因となりました。⼀⽅、セクター別では情報技術における銘柄選択、国別では⽶国の銘柄選択などはマイナス要因となり
ました。

【運⽤会社による投資信託へのコメント】（2023.3末現在）

※構成⽐は投資対象となる投資信託の時価総額に対する割合
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特別勘定について
基本情報 ■ユニットプライスの推移

・ 。んせまりあはでのもたしと的目を集募の約契険保命生、りあでのものめたるす示開を等況状用運ていつに定勘別特各の）険保金年人個額変（Ⅰ金年型資投、は料資当 
・  投資型年金Ⅰ（変額個人年金保険）は特別勘定で運用を行う商品です。また特別勘定は投資信託を主な投資対象としていますが、当商品は投資信託とは異なる商品です。また、当資料に掲載されている投資信託の開示情報はあくまでも

参考情報であり、ご契約者が直接投資信託を保有するものではありません。
・ 産資はで品商当。すまりなにとこう負をクスリ資投はてっよに等動変替為、落下の価株、面反るきで待期が性益収い高、めたるいてしと象対資投を産資クスリるすき動値てっよに境環の場市融金、利金、益収業企、済経は用運産資の定勘別特 

運用の結果が直接、死亡保険金額、解約払戻金額、将来の年金額等に反映されることから、資産運用の成果・リスクが直接ご契約者に帰属することになります。
・ のスイラプトッニユ、ととこるいてし有保を金預現の定一てえ備に等動異の約契険保にかほの託信資投が定勘別特、はれこ。すまりな異はとき動の額価準基の託信資投るなと象対資投な主の定勘別特、はき動のスイラプトッニユの定勘別特 

計算にあたり保険関係費用等を控除しているからです。また、ご契約者の積立金の増減とユニットプライスの動きは必ずしも一致するものではありません。これは、ご契約者の積立金を算出するためにはユニットプライスの増減に加えて、積立金
移転費用、貸付利息等を控除する場合があるからです。

・ 。んせまい負を任責切一は社会式株険保命生んしんあ動日上海京東ていつに容内示開、りあでのもるす供提が社会式株険保命生んしんあ動日上海京東を報情たれさ示開りよに社会用運各は報情示開の託信資投るいてれさ載掲に料資当 
・ 。んせまりあはでのもるす証保はいるあ唆示を果成用運の来将、りあでのもたし表を績実の去過は等況現の託信資投、表諸務財、況状用運るいてれさ載掲に料資当 

投資対象となる投資信託について

■特別勘定 純資産総額の内訳 （単位：百万円）

− 5 −

⽇本株式成⻑株（2023年3⽉末現在）

【運用会社】フィデリティ投信
【運用対象】日本株式
【ベンチマーク】TOPIX（配当金込）

 

 

フィデリティ・日本成長株・ファンドVA３（適格機関投資家専用）の基本情報

運用状況
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ユニットプライス 前月比
2020年  3月31日 108.04 －
2022年  3月31日 157.94 5.06%

4月30日 146.38 －7.32%
5月31日 148.97 1.77%
6月30日 146.68 －1.53%
7月31日 152.71 4.11%
8月31日 154.53 1.20%
9月30日 148.31 －4.03%

10月31日 151.34 2.04%
11月30日 159.28 5.25%
12月31日 146.64 －7.94%

2023年  1月31日 154.17 5.14%
2月28日 153.13 －0.67%
3月31日 156.28 2.06%

3ヶ月変化率 6.58%
6ヶ月変化率 5.37%

1年変化率 －1.05%
3年変化率 44.65%

※ユニットプライスは、小数点第3位以下を切り捨てて表示しています。
※前月比・変化率は、小数点第3位を四捨五入して表示しています。

【特別勘定の設定日】1999年8月1日
【資産分類】日本株式
【運用方針】
日本の株式の中で、将来高い成長が期待できる銘柄を厳選して分散
投資を行い、中長期的な値上がり益の獲得を目指します。

【投資対象となる投資信託】
フィデリティ・日本成長株・ファンドVA３

資産等の種類 金　額 構成比
現預金 23 1.5%
有価証券等

フィデリティ・日本成長株・
ファンドVA3 1,505 98.5%

その他 － －
資産合計 1,529 100.0%
負債合計 － －

純資産総額 1,529 100.0%

■市場別構成比 （2023.2末現在）
市場 構成比
東証プライム 96.1%
東証スタンダード 1.8%
東証グロース 0.6%
その他市場 －
現金･その他 1.5%
※構成比はマザーファンド純資産総額に対する
　割合

■上位5業種構成比（2023.2末現在）
業種 構成比

1 電気機器 22.9%
2 化学 8.4%
3 情報・通信業 7.9%
4 銀行業 6.4%
5 卸売業 6.1%

※構成比はマザーファンド純資産総額に対する
　割合

■組入上位10銘柄 （2023.2末現在）　　　　　
銘柄名 業種 構成比

1 キーエンス 電気機器 4.0%
2 ソニーグループ 電気機器 3.7%
3 ミスミグループ本社 卸売業 2.9%
4 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 銀行業 2.5%
5 東京エレクトロン 電気機器 2.5%
6 オリエンタルランド サービス業 2.4%
7 東京海上ホールディングス 保険業 2.3%
8 三井住友フィナンシャルグループ 銀行業 2.2%
9 信越化学工業 化学 2.2%
10 伊藤忠商事 卸売業 2.1%

※構成比はマザーファンド純資産総額に対する割合 （銘柄数　169）

 当⽉の東京株式市場は、⽶銀の破綻を発端とした⾦融不安から中旬に急落する場⾯もありましたが、⽉末にかけては値を戻し、⽉間では3か⽉連続の上昇となり
ました。
 市場予想を上回る経済指標や全国⼈⺠代表⼤会の開催を背景とした中国景気の回復期待のほか、円安が⽀援材料となり、上旬の株価は⼤きく上昇しました。そ
の後は⽶銀の相次ぐ経営破綻に端を発した⾦融不安が欧州にも⾶び⽕し、世界的にリスク回避の売りが広がる中、株価は急落を余儀なくされました。ただし経営
不安が⾼まったスイス⾦融⼤⼿のクレディ・スイス・グループについて同最⼤⼿のUBSが買収することで合意したほか、⾦融システム不安の防⽌に向けた⾦融当
局の対策などが⽀えとなり、株価は徐々に落ち着きを取り戻しました。下旬は欧⽶の⾦融不安が後退する中で、3⽉期決算企業の配当取りなどを意識した買いが⼊っ
たほか、上場企業に対して資本コストや株価を意識した経営をするよう東証が要請したことを好感する動きなどから急速に下値を切り上げ、⽇経平均株価は28,000
円台を回復して⽉を終えました。
 ⽉間の騰落率は、TOPIX（配当込）が＋1.70％、⽇経平均株価は＋2.17％でした。

【運⽤会社による投資信託へのコメント】（2023.3末現在）

6

特別勘定について
基本情報 ■ユニットプライスの推移

・ 。んせまりあはでのもたしと的目を集募の約契険保命生、りあでのものめたるす示開を等況状用運ていつに定勘別特各の）険保金年人個額変（Ⅰ金年型資投、は料資当 
・  投資型年金Ⅰ（変額個人年金保険）は特別勘定で運用を行う商品です。また特別勘定は投資信託を主な投資対象としていますが、当商品は投資信託とは異なる商品です。また、当資料に掲載されている投資信託の開示情報はあくまでも

参考情報であり、ご契約者が直接投資信託を保有するものではありません。
・ 産資はで品商当。すまりなにとこう負をクスリ資投はてっよに等動変替為、落下の価株、面反るきで待期が性益収い高、めたるいてしと象対資投を産資クスリるすき動値てっよに境環の場市融金、利金、益収業企、済経は用運産資の定勘別特 

運用の結果が直接、死亡保険金額、解約払戻金額、将来の年金額等に反映されることから、資産運用の成果・リスクが直接ご契約者に帰属することになります。
・ のスイラプトッニユ、ととこるいてし有保を金預現の定一てえ備に等動異の約契険保にかほの託信資投が定勘別特、はれこ。すまりな異はとき動の額価準基の託信資投るなと象対資投な主の定勘別特、はき動のスイラプトッニユの定勘別特 

計算にあたり保険関係費用等を控除しているからです。また、ご契約者の積立金の増減とユニットプライスの動きは必ずしも一致するものではありません。これは、ご契約者の積立金を算出するためにはユニットプライスの増減に加えて、積立金
移転費用、貸付利息等を控除する場合があるからです。

・ 。んせまい負を任責切一は社会式株険保命生んしんあ動日上海京東ていつに容内示開、りあでのもるす供提が社会式株険保命生んしんあ動日上海京東を報情たれさ示開りよに社会用運各は報情示開の託信資投るいてれさ載掲に料資当 
・ 。んせまりあはでのもるす証保はいるあ唆示を果成用運の来将、りあでのもたし表を績実の去過は等況現の託信資投、表諸務財、況状用運るいてれさ載掲に料資当 

投資対象となる投資信託について

■特別勘定 純資産総額の内訳 （単位：百万円）
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⽇本株式成⻑株（2023年4⽉末現在）

【運用会社】フィデリティ投信
【運用対象】日本株式
【ベンチマーク】TOPIX（配当金込）

 

 

フィデリティ・日本成長株・ファンドVA３（適格機関投資家専用）の基本情報

運用状況
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ユニットプライス 前月比
2020年  4月30日 113.53 －
2022年  4月30日 146.38 －7.32%

5月31日 148.97 1.77%
6月30日 146.68 －1.53%
7月31日 152.71 4.11%
8月31日 154.53 1.20%
9月30日 148.31 －4.03%

10月31日 151.34 2.04%
11月30日 159.28 5.25%
12月31日 146.64 －7.94%

2023年  1月31日 154.17 5.14%
2月28日 153.13 －0.67%
3月31日 156.28 2.06%
4月30日 159.31 1.94%

3ヶ月変化率 3.34%
6ヶ月変化率 5.27%

1年変化率 8.83%
3年変化率 40.32%

※ユニットプライスは、小数点第3位以下を切り捨てて表示しています。
※前月比・変化率は、小数点第3位を四捨五入して表示しています。

【特別勘定の設定日】1999年8月1日
【資産分類】日本株式
【運用方針】
日本の株式の中で、将来高い成長が期待できる銘柄を厳選して分散
投資を行い、中長期的な値上がり益の獲得を目指します。

【投資対象となる投資信託】
フィデリティ・日本成長株・ファンドVA３

資産等の種類 金　額 構成比
現預金 54 3.5%
有価証券等

フィデリティ・日本成長株・
ファンドVA3 1,519 96.5%

その他 － －
資産合計 1,574 100.0%
負債合計 － －

純資産総額 1,574 100.0%

■市場別構成比 （2023.3末現在）
市場 構成比
東証プライム 95.2%
東証スタンダード 1.7%
東証グロース 0.6%
その他市場 －
現金･その他 2.5%
※構成比はマザーファンド純資産総額に対する
　割合

■上位5業種構成比（2023.3末現在）
業種 構成比

1 電気機器 24.0%
2 化学 8.6%
3 情報・通信業 8.1%
4 卸売業 6.5%
5 機械 5.4%

※構成比はマザーファンド純資産総額に対する
　割合

■組入上位10銘柄 （2023.3末現在）　　　　　
銘柄名 業種 構成比

1 キーエンス 電気機器 4.5%
2 ソニーグループ 電気機器 3.8%
3 ミスミグループ本社 卸売業 2.9%
4 東京エレクトロン 電気機器 2.6%
5 伊藤忠商事 卸売業 2.5%
6 信越化学工業 化学 2.5%
7 オリエンタルランド サービス業 2.4%
8 三井ハイテック 電気機器 2.3%
9 村田製作所 電気機器 2.3%
10 日立製作所 電気機器 2.2%

※構成比はマザーファンド純資産総額に対する割合 （銘柄数　167）

 当⽉の東京株式市場は、東証の企業に対する経営改善の要請などを背景に⽇本株への期待が広がる中、海外投資家による買い越し基調が継続し、4か⽉連続で上
昇しました。
 東証の企業に対する要請を好感する流れや、⽶国のインフレ鎮静化への期待などを背景に上昇して始まりましたが、⽶国で市場予想を下回る経済指標の発表が
相次ぎ⽶国景気の減速懸念が⾼まると、売りが優勢となりました。しかし⽶国で景気不安が和らぐとすぐに反発し、⽶著名投資家が⽇本株への追加投資を表明し
たことや、⽇銀による早期の政策修正観測が後退し円ドル相場に先安観が強まったことなどが⽀援材料となり、株価は上げ幅を拡⼤しました。⽉の後半からは、
⾼値警戒感や⽶景気の先⾏き不透明感などから上値の重い展開となり、⽶国で銀⾏の経営不安が再燃すると弱含む場⾯もありましたが、決算発表が本格化する中
で好業績銘柄には買いが⼊ったことや、⽇銀の⾦融政策決定会合で⾦融緩和策の維持が決定され、為替市場で円安ドル⾼が進んだことなどから⽉末には⼤きく上
昇し、⽇経平均株価は約8か⽉ぶりの⾼値⽔準を回復して⽉を終えました。
 ⽉間の騰落率は、TOPIX（配当込）が＋2.70％、⽇経平均株価は＋2.91％でした。

【運⽤会社による投資信託へのコメント】（2023.4末現在）
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特別勘定について
基本情報 ■ユニットプライスの推移

・ 。んせまりあはでのもたしと的目を集募の約契険保命生、りあでのものめたるす示開を等況状用運ていつに定勘別特各の）険保金年人個額変（Ⅰ金年型資投、は料資当 
・  投資型年金Ⅰ（変額個人年金保険）は特別勘定で運用を行う商品です。また特別勘定は投資信託を主な投資対象としていますが、当商品は投資信託とは異なる商品です。また、当資料に掲載されている投資信託の開示情報はあくまでも

参考情報であり、ご契約者が直接投資信託を保有するものではありません。
・ 産資はで品商当。すまりなにとこう負をクスリ資投はてっよに等動変替為、落下の価株、面反るきで待期が性益収い高、めたるいてしと象対資投を産資クスリるすき動値てっよに境環の場市融金、利金、益収業企、済経は用運産資の定勘別特 

運用の結果が直接、死亡保険金額、解約払戻金額、将来の年金額等に反映されることから、資産運用の成果・リスクが直接ご契約者に帰属することになります。
・ のスイラプトッニユ、ととこるいてし有保を金預現の定一てえ備に等動異の約契険保にかほの託信資投が定勘別特、はれこ。すまりな異はとき動の額価準基の託信資投るなと象対資投な主の定勘別特、はき動のスイラプトッニユの定勘別特 

計算にあたり保険関係費用等を控除しているからです。また、ご契約者の積立金の増減とユニットプライスの動きは必ずしも一致するものではありません。これは、ご契約者の積立金を算出するためにはユニットプライスの増減に加えて、積立金
移転費用、貸付利息等を控除する場合があるからです。

・ 。んせまい負を任責切一は社会式株険保命生んしんあ動日上海京東ていつに容内示開、りあでのもるす供提が社会式株険保命生んしんあ動日上海京東を報情たれさ示開りよに社会用運各は報情示開の託信資投るいてれさ載掲に料資当 
・ 。んせまりあはでのもるす証保はいるあ唆示を果成用運の来将、りあでのもたし表を績実の去過は等況現の託信資投、表諸務財、況状用運るいてれさ載掲に料資当 

投資対象となる投資信託について

■特別勘定 純資産総額の内訳 （単位：百万円）
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⽇本株式⼩型成⻑株（2023年3⽉末現在）

【運用会社】フィデリティ投信
【運用対象】日本株式
【ベンチマーク】ラッセル野村・ミッドスモールキャップ・インデックス（配当金込）

 
フィデリティ・日本小型株・ファンドVA３（適格機関投資家専用）の基本情報

運用状況
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ユニットプライス 前月比
2020年  3月31日 87.83 －
2022年  3月31日 121.32 4.62%

4月30日 109.68 －9.59%
5月31日 110.00 0.28%
6月30日 105.14 －4.42%
7月31日 109.90 4.52%
8月31日 112.74 2.58%
9月30日 108.45 －3.80%

10月31日 111.11 2.45%
11月30日 116.43 4.79%
12月31日 107.45 －7.72%

2023年  1月31日 113.61 5.73%
2月28日 113.92 0.27%
3月31日 116.87 2.58%

3ヶ月変化率 8.76%
6ヶ月変化率 7.76%

1年変化率 －3.67%
3年変化率 33.05%

※ユニットプライスは、小数点第3位以下を切り捨てて表示しています。
※前月比・変化率は、小数点第3位を四捨五入して表示しています。

【特別勘定の設定日】2000年7月1日
【資産分類】日本株式
【運用方針】
日本の小型株式を中心に、将来高い成長が期待できる銘柄を厳選し
て分散投資を行い、中長期的な値上がり益の獲得を目指します。

【投資対象となる投資信託】
フィデリティ・日本小型株・ファンドVA３

資産等の種類 金　額 構成比
現預金 20 3.0%
有価証券等

フィデリティ・日本小型株・
ファンドVA3 646 97.0%

その他 － －
資産合計 666 100.0%
負債合計 － －

純資産総額 666 100.0%

■市場別構成比 （2023.2末現在）
市場 構成比
東証プライム 84.2%
東証スタンダード 9.8%
東証グロース 5.5%
その他市場 －
現金･その他 0.5%
※構成比はマザーファンド純資産総額に対する
　割合

■上位5業種構成比（2023.2末現在）
業種 構成比

1 電気機器 14.1%
2 情報・通信業 11.9%
3 化学 11.7%
4 機械 11.3%
5 サービス業 9.1%

※構成比はマザーファンド純資産総額に対する
　割合

■組入上位10銘柄 （2023.2末現在）　　　　
銘柄名 業種 構成比

1 ミスミグループ本社 卸売業 4.7%
2 ローツェ 機械 3.7%
3 ハーモニック・ドライブ・システムズ 機械 3.5%
4 三井ハイテック 電気機器 3.2%
5 日油 化学 2.9%
6 大阪ソーダ 化学 2.9%
7 良品計画 小売業 2.8%
8 理研計器 精密機器 2.6%
9 関西ペイント 化学 2.6%
10 円谷フィールズホールディングス 卸売業 2.4%

※構成比はマザーファンド純資産総額に対する割合 （銘柄数　96）

 当⽉の東京株式市場は、⽶銀の破綻を発端とした⾦融不安から中旬に急落する場⾯もありましたが、⽉末にかけては値を戻し、⽉間では3か⽉連続の上昇となり
ました。市場予想を上回る経済指標や全国⼈⺠代表⼤会の開催を背景とした中国景気の回復期待のほか、円安が⽀援材料となり、上旬の株価は⼤きく上昇しまし
た。その後は⽶銀の相次ぐ経営破綻に端を発した⾦融不安が欧州にも⾶び⽕し、世界的にリスク回避の売りが広がる中、株価は急落を余儀なくされました。ただ
し経営不安が⾼まったスイス⾦融⼤⼿のクレディ・スイス・グループについて同最⼤⼿のUBSが買収することで合意したほか、⾦融システム不安の防⽌に向けた
⾦融当局の対策などが⽀えとなり、株価は徐々に落ち着きを取り戻しました。下旬は欧⽶の⾦融不安が後退する中で、3⽉期決算企業の配当取りなどを意識した買
いが⼊ったほか、上場企業に対して資本コストや株価を意識した経営をするよう東証が要請したことを好感する動きなどから急速に下値を切り上げ、⽇経平均株
価は28,000円台を回復して⽉を終えました。
 ⽉間の騰落率は、TOPIX（配当込）が＋1.70％、⽇経平均株価は＋2.17％でした。
 Russell/Nomura Mid-Small Capインデックス（配当込）が＋1.36％、東証マザーズ指数は＋0.10％となり、中⼩型株は上昇したものの、⼤型株に対しては劣
後しました。

【運⽤会社による投資信託へのコメント】（2023.3末現在）
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特別勘定について
基本情報 ■ユニットプライスの推移

・ 。んせまりあはでのもたしと的目を集募の約契険保命生、りあでのものめたるす示開を等況状用運ていつに定勘別特各の）険保金年人個額変（Ⅰ金年型資投、は料資当 
・  投資型年金Ⅰ（変額個人年金保険）は特別勘定で運用を行う商品です。また特別勘定は投資信託を主な投資対象としていますが、当商品は投資信託とは異なる商品です。また、当資料に掲載されている投資信託の開示情報はあくまでも

参考情報であり、ご契約者が直接投資信託を保有するものではありません。
・ 産資はで品商当。すまりなにとこう負をクスリ資投はてっよに等動変替為、落下の価株、面反るきで待期が性益収い高、めたるいてしと象対資投を産資クスリるすき動値てっよに境環の場市融金、利金、益収業企、済経は用運産資の定勘別特 

運用の結果が直接、死亡保険金額、解約払戻金額、将来の年金額等に反映されることから、資産運用の成果・リスクが直接ご契約者に帰属することになります。
・ のスイラプトッニユ、ととこるいてし有保を金預現の定一てえ備に等動異の約契険保にかほの託信資投が定勘別特、はれこ。すまりな異はとき動の額価準基の託信資投るなと象対資投な主の定勘別特、はき動のスイラプトッニユの定勘別特 

計算にあたり保険関係費用等を控除しているからです。また、ご契約者の積立金の増減とユニットプライスの動きは必ずしも一致するものではありません。これは、ご契約者の積立金を算出するためにはユニットプライスの増減に加えて、積立金
移転費用、貸付利息等を控除する場合があるからです。

・ 。んせまい負を任責切一は社会式株険保命生んしんあ動日上海京東ていつに容内示開、りあでのもるす供提が社会式株険保命生んしんあ動日上海京東を報情たれさ示開りよに社会用運各は報情示開の託信資投るいてれさ載掲に料資当 
・ 。んせまりあはでのもるす証保はいるあ唆示を果成用運の来将、りあでのもたし表を績実の去過は等況現の託信資投、表諸務財、況状用運るいてれさ載掲に料資当 

投資対象となる投資信託について

■特別勘定 純資産総額の内訳 （単位：百万円）

− 6 −

⽇本株式⼩型成⻑株（2023年4⽉末現在）

【運用会社】フィデリティ投信
【運用対象】日本株式
【ベンチマーク】ラッセル野村・ミッドスモールキャップ・インデックス（配当金込）

 
フィデリティ・日本小型株・ファンドVA３（適格機関投資家専用）の基本情報

運用状況
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ユニットプライス 前月比
2020年  4月30日 90.17 －
2022年  4月30日 109.68 －9.59%

5月31日 110.00 0.28%
6月30日 105.14 －4.42%
7月31日 109.90 4.52%
8月31日 112.74 2.58%
9月30日 108.45 －3.80%

10月31日 111.11 2.45%
11月30日 116.43 4.79%
12月31日 107.45 －7.72%

2023年  1月31日 113.61 5.73%
2月28日 113.92 0.27%
3月31日 116.87 2.58%
4月30日 116.40 －0.40%

3ヶ月変化率 2.45%
6ヶ月変化率 4.76%

1年変化率 6.12%
3年変化率 29.09%

※ユニットプライスは、小数点第3位以下を切り捨てて表示しています。
※前月比・変化率は、小数点第3位を四捨五入して表示しています。

【特別勘定の設定日】2000年7月1日
【資産分類】日本株式
【運用方針】
日本の小型株式を中心に、将来高い成長が期待できる銘柄を厳選し
て分散投資を行い、中長期的な値上がり益の獲得を目指します。

【投資対象となる投資信託】
フィデリティ・日本小型株・ファンドVA３

資産等の種類 金　額 構成比
現預金 15 2.6%
有価証券等

フィデリティ・日本小型株・
ファンドVA3 573 97.4%

その他 － －
資産合計 588 100.0%
負債合計 － －

純資産総額 588 100.0%

■市場別構成比 （2023.3末現在）
市場 構成比
東証プライム 83.1%
東証スタンダード 9.8%
東証グロース 5.7%
その他市場 0.0%
現金･その他 1.5%
※構成比はマザーファンド純資産総額に対する
　割合

■上位5業種構成比（2023.3末現在）
業種 構成比

1 電気機器 15.1%
2 化学 11.6%
3 情報・通信業 11.2%
4 機械 11.1%
5 サービス業 9.4%

※構成比はマザーファンド純資産総額に対する
　割合

■組入上位10銘柄 （2023.3末現在）　　　　
銘柄名 業種 構成比

1 ミスミグループ本社 卸売業 4.7%
2 三井ハイテック 電気機器 4.0%
3 ローツェ 機械 3.9%
4 ハーモニック・ドライブ・システムズ 機械 3.4%
5 日油 化学 3.0%
6 良品計画 小売業 3.0%
7 理研計器 精密機器 2.9%
8 大阪ソーダ 化学 2.9%
9 関西ペイント 化学 2.5%
10 デサント 繊維製品 2.4%

※構成比はマザーファンド純資産総額に対する割合 （銘柄数　97）

 当⽉の東京株式市場は、東証の企業に対する経営改善の要請などを背景に⽇本株への期待が広がる中、海外投資家による買い越し基調が継続し、4か⽉連続で上
昇しました。
 東証の企業に対する要請を好感する流れや、⽶国のインフレ鎮静化への期待などを背景に上昇して始まりましたが、⽶国で市場予想を下回る経済指標の発表が
相次ぎ⽶国景気の減速懸念が⾼まると、売りが優勢となりました。しかし⽶国で景気不安が和らぐとすぐに反発し、⽶著名投資家が⽇本株への追加投資を表明し
たことや、⽇銀による早期の政策修正観測が後退し円ドル相場に先安観が強まったことなどが⽀援材料となり、株価は上げ幅を拡⼤しました。⽉の後半からは、
⾼値警戒感や⽶景気の先⾏き不透明感などから上値の重い展開となり、⽶国で銀⾏の経営不安が再燃すると弱含む場⾯もありましたが、決算発表が本格化する中
で好業績銘柄には買いが⼊ったことや、⽇銀の⾦融政策決定会合で⾦融緩和策の維持が決定され、為替市場で円安ドル⾼が進んだことなどから⽉末には⼤きく上
昇し、⽇経平均株価は約8か⽉ぶりの⾼値⽔準を回復して⽉を終えました。
 ⽉間の騰落率は、TOPIX（配当込）が＋2.70％、⽇経平均株価は＋2.91％でした。
 Russell/Nomura Mid-Small Capインデックス（配当込）が＋2.78％、東証マザーズ指数は−0.56％となり、新興市場は軟調でした。

【運⽤会社による投資信託へのコメント】（2023.4末現在）
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特別勘定について
基本情報 ■ユニットプライスの推移

・ 。んせまりあはでのもたしと的目を集募の約契険保命生、りあでのものめたるす示開を等況状用運ていつに定勘別特各の）険保金年人個額変（Ⅰ金年型資投、は料資当 
・  投資型年金Ⅰ（変額個人年金保険）は特別勘定で運用を行う商品です。また特別勘定は投資信託を主な投資対象としていますが、当商品は投資信託とは異なる商品です。また、当資料に掲載されている投資信託の開示情報はあくまでも

参考情報であり、ご契約者が直接投資信託を保有するものではありません。
・ 産資はで品商当。すまりなにとこう負をクスリ資投はてっよに等動変替為、落下の価株、面反るきで待期が性益収い高、めたるいてしと象対資投を産資クスリるすき動値てっよに境環の場市融金、利金、益収業企、済経は用運産資の定勘別特 

運用の結果が直接、死亡保険金額、解約払戻金額、将来の年金額等に反映されることから、資産運用の成果・リスクが直接ご契約者に帰属することになります。
・ のスイラプトッニユ、ととこるいてし有保を金預現の定一てえ備に等動異の約契険保にかほの託信資投が定勘別特、はれこ。すまりな異はとき動の額価準基の託信資投るなと象対資投な主の定勘別特、はき動のスイラプトッニユの定勘別特 

計算にあたり保険関係費用等を控除しているからです。また、ご契約者の積立金の増減とユニットプライスの動きは必ずしも一致するものではありません。これは、ご契約者の積立金を算出するためにはユニットプライスの増減に加えて、積立金
移転費用、貸付利息等を控除する場合があるからです。

・ 。んせまい負を任責切一は社会式株険保命生んしんあ動日上海京東ていつに容内示開、りあでのもるす供提が社会式株険保命生んしんあ動日上海京東を報情たれさ示開りよに社会用運各は報情示開の託信資投るいてれさ載掲に料資当 
・ 。んせまりあはでのもるす証保はいるあ唆示を果成用運の来将、りあでのもたし表を績実の去過は等況現の託信資投、表諸務財、況状用運るいてれさ載掲に料資当 

投資対象となる投資信託について

■特別勘定 純資産総額の内訳 （単位：百万円）

− 7 −

⽇本株式BR（2023年3⽉末現在）
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ユニットプライス 前月比
2020年  3月31日 75.88 －
2022年  3月31日 101.99 6.22%

4月30日 96.16 －5.72%
5月31日 98.91 2.86%
6月30日 96.54 －2.40%
7月31日 98.70 2.24%
8月31日 99.30 0.61%
9月30日 95.49 －3.84%

10月31日 97.13 1.72%
11月30日 102.43 5.45%
12月31日 97.66 －4.66%

2023年  1月31日 102.11 4.56%
2月28日 103.51 1.37%
3月31日 103.95 0.42%

3ヶ月変化率 6.45%
6ヶ月変化率 8.87%

1年変化率 1.92%
3年変化率 36.99%

※ユニットプライスは、小数点第3位以下を切り捨てて表示しています。
※前月比・変化率は、小数点第3位を四捨五入して表示しています。

【特別勘定の設定日】2001年4月1日
【資産分類】日本株式
【運用方針】
日本の株式の中から、企業の収益性、成長性、安定性等を総合的に
勘案して選定した銘柄に分散投資を行い、中長期的な値上がり益の
獲得を目指します。

【投資対象となる投資信託】
JDF日本株式ファンド

資産等の種類 金　額 構成比
現預金 14 3.2%
有価証券等

JDF日本株式ファンド 427 96.8%
その他 － －

資産合計 441 100.0%
負債合計 － －

純資産総額 441 100.0%

JDF日本株式ファンドの基本情報
【運用会社】ブラックロック・ジャパン
【運用対象】日本株式
【ベンチマーク】東証株価指数（TOPIX）（配当込み）＊

運用状況

＊ 2022 年 6 月 11 日付で、TOPIX から東証株価指数（TOPIX）（配当込み）に変更
となりました。なお、本変更に伴う特別勘定の運用方針の変更はございません。

■市場別構成比 （2023.3末現在）
市場 構成比

93.8%
6.2%

※構成比はマザーファンド純資産総額に対する
　割合

東証プライム
キャッシュ等

■上位10業種構成比（2023.3末現在）

業種 構成比
1 電気機器 27.0%
2 輸送用機器 9.7%
3 機械 9.7%
4 銀行業 5.8%
5 医薬品 4.8%
6 情報・通信業 4.4%
7 卸売業 4.3%
8 サービス業 3.7%
9 食料品 3.3%
10 陸運業 3.1%

※構成比はマザーファンド純資産総額に対する
　割合

■組入上位10銘柄 （2023.3末現在）　　　　
銘柄名 業種 構成比

1 トヨタ自動車 輸送用機器 5.5%
2 ソニーグループ 電気機器 4.7%
3 三井住友フィナンシャルＧ 銀行業 4.5%
4 日立 電気機器 4.1%
5 日本電信電話 情報・通信業 3.9%
6 ダイキン工業 機械 3.3%
7 本田技研 輸送用機器 3.3%
8 東京エレクトロン 電気機器 3.2%
9 日本光電工業 電気機器 2.9%
10 パナソニックホールディングス 電気機器 2.8%

※構成比はマザーファンド純資産総額に対する割合 （銘柄数　49）

8

03b_投資型年金Ⅰ_特別勘定の現況.indd   8 2023/05/29   14:12:48



特別勘定について
基本情報 ■ユニットプライスの推移

・ 。んせまりあはでのもたしと的目を集募の約契険保命生、りあでのものめたるす示開を等況状用運ていつに定勘別特各の）険保金年人個額変（Ⅰ金年型資投、は料資当 
・  投資型年金Ⅰ（変額個人年金保険）は特別勘定で運用を行う商品です。また特別勘定は投資信託を主な投資対象としていますが、当商品は投資信託とは異なる商品です。また、当資料に掲載されている投資信託の開示情報はあくまでも

参考情報であり、ご契約者が直接投資信託を保有するものではありません。
・ 産資はで品商当。すまりなにとこう負をクスリ資投はてっよに等動変替為、落下の価株、面反るきで待期が性益収い高、めたるいてしと象対資投を産資クスリるすき動値てっよに境環の場市融金、利金、益収業企、済経は用運産資の定勘別特 

運用の結果が直接、死亡保険金額、解約払戻金額、将来の年金額等に反映されることから、資産運用の成果・リスクが直接ご契約者に帰属することになります。
・ のスイラプトッニユ、ととこるいてし有保を金預現の定一てえ備に等動異の約契険保にかほの託信資投が定勘別特、はれこ。すまりな異はとき動の額価準基の託信資投るなと象対資投な主の定勘別特、はき動のスイラプトッニユの定勘別特 

計算にあたり保険関係費用等を控除しているからです。また、ご契約者の積立金の増減とユニットプライスの動きは必ずしも一致するものではありません。これは、ご契約者の積立金を算出するためにはユニットプライスの増減に加えて、積立金
移転費用、貸付利息等を控除する場合があるからです。

・ 。んせまい負を任責切一は社会式株険保命生んしんあ動日上海京東ていつに容内示開、りあでのもるす供提が社会式株険保命生んしんあ動日上海京東を報情たれさ示開りよに社会用運各は報情示開の託信資投るいてれさ載掲に料資当 
・ 。んせまりあはでのもるす証保はいるあ唆示を果成用運の来将、りあでのもたし表を績実の去過は等況現の託信資投、表諸務財、況状用運るいてれさ載掲に料資当 

投資対象となる投資信託について

■特別勘定 純資産総額の内訳 （単位：百万円）

− 8 −

東京海上⽇本株式（2023年3⽉末現在）

【運用会社】東京海上アセットマネジメント
【運用対象】日本株式
【ベンチマーク】TOPIX

日本株アクティブファンド＜適格機関投資家限定＞の基本情報

運用状況
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02/4/1 05/4/1 08/4/1 11/4/1 14/4/1 17/4/1 20/4/1

ユニットプライス 前月比
2020年  3月31日 120.34 －
2022年  3月31日 187.62 6.61%

4月30日 175.50 －6.46%
5月31日 180.32 2.75%
6月30日 171.78 －4.74%
7月31日 177.27 3.20%
8月31日 177.82 0.31%
9月30日 168.77 －5.09%

10月31日 171.22 1.45%
11月30日 178.36 4.17%
12月31日 165.91 －6.98%

2023年  1月31日 175.16 5.58%
2月28日 174.34 －0.47%
3月31日 177.90 2.04%

3ヶ月変化率 7.22%
6ヶ月変化率 5.41%

1年変化率 －5.18%
3年変化率 47.82%

※ユニットプライスは、小数点第3位以下を切り捨てて表示しています。
※前月比・変化率は、小数点第3位を四捨五入して表示しています。

【特別勘定の設定日】2002年4月1日
【資産分類】日本株式
【運用方針】
日本の株式に分散投資を行い、経済構造の変化や景気循環などに基
づく業種配分と、個別銘柄の徹底した調査分析により、東証株価指
数（TOPIX）を上回る収益率を目指します。

【投資対象となる投資信託】
日本株アクティブファンド

資産等の種類 金　額 構成比
現預金 － －
有価証券等

日本株アクティブファンド 239 97.1%
その他 70 28.3%

資産合計 309 125.4%
負債合計 62 25.4%

純資産総額 247 100.0%

■資産構成 （2023.3末現在）
市場 構成比

97.2%
－

1.0%
－
－

1.8%
※構成比はマザーファンド純資産総額
　に対する割合

プライム市場
スタンダード市場
グロース市場

株式先物
短期金融資産など

その他

■上位10業種構成比 （2023.3末現在）　　　　　

ウェイト ウェイト
1 産業用エレクトロニクス 11.87% 5.96%
2 医薬・ヘルスケア 11.15% 7.73%
3 民生用エレクトロニクス 7.99% 8.08%
4 エンターテインメント 7.04% 3.73%
5 自動車 6.64% 8.30%
6 機械 6.60% 6.82%
7 金属・資源 4.82% 6.48%
8 基礎素材 4.74% 2.71%
9 小売 4.19% 3.99%
10 ITソフトウェア 4.11% 2.84%
※構成比は投資対象となる投資信託の純資産総額に対する割合

 業種

■組入上位10銘柄（2023.3末現在）　　　　　　　
銘柄名 業種 構成比

1 ソニーグループ 民生用エレクトロニクス 5.1%
2 ルネサスエレクトロニクス 産業用エレクトロニクス 4.3%
3 第一三共 医薬・ヘルスケア 4.2%
4 信越化学工業 基礎素材 3.8%
5 トヨタ自動車 自動車 3.2%
6 キーエンス 民生用エレクトロニクス 2.8%
7 三菱ＵＦＪ ＦＧ 銀行 2.6%
8 アステラス製薬 医薬・ヘルスケア 2.5%
9 富士通 ＩＴソフトウェア 2.3%
10 日本電信電話 通信・メディア 2.3%
※構成比は投資対象となる投資信託の純資産総額に対する割合

（銘柄数　88）

 3⽉の国内株式市場は、TOPIXは0.51％上昇（TOPIX（配当込み）は1.70％上昇）、⽇経平均株価は2.17％上昇しました。上旬は、FRB（⽶連邦準備制度理事会）⾼官の発⾔を
受けて、⽶国の利上げに対する警戒感が和らぎ、国内株式市場は上昇基調で推移しました。しかし、⽶国の⼀部地銀が評価損を抱えた有価証券の売却や増資を発表したことが嫌気さ
れて、⽶国の銀⾏株への売りが強まるなど投資家のリスク回避姿勢が強まり、国内株式市場も連動して下落する展開となりました。
 中旬は、預⾦流出圧⼒が強まったことにより⽶国の地銀が破綻したほか、スイス⼤⼿⾦融機関の経営危機など、欧⽶の⾦融システムへの不安や景気の先⾏きに対する懸念が⾼まり、
国内株式市場は下落しました。
 下旬は、イエレン⽶財務⻑官が銀⾏の破綻連鎖を防ぐため預⾦の全額保護などの措置を講じる⽤意があると表明したことなどを受けて、⾦融システムに対する懸念が後退し、国内
株式市場は上昇しました。
 3⽉のセクター動向は、半導体関連銘柄への買いが継続したことから基礎素材やエレクトロニクス関連が騰落率の上位となった⼀⽅、⾦融システム不安が警戒され⾦利が低下した
ことから銀⾏や各種⾦融など⾦融関連が騰落率の下位となりました。
 投資⾏動としては、今年度の業績⾒通しに加えて次年度以降の業績予想を踏まえた銘柄⼊れ替えを継続しました。
 以上の投資環境のもと、当ファンドの基準価額は前⽉末対⽐上昇しました。

【運⽤会社による投資信託へのコメント】（2023.3末現在）
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特別勘定について
基本情報 ■ユニットプライスの推移

・ 。んせまりあはでのもたしと的目を集募の約契険保命生、りあでのものめたるす示開を等況状用運ていつに定勘別特各の）険保金年人個額変（Ⅰ金年型資投、は料資当 
・  投資型年金Ⅰ（変額個人年金保険）は特別勘定で運用を行う商品です。また特別勘定は投資信託を主な投資対象としていますが、当商品は投資信託とは異なる商品です。また、当資料に掲載されている投資信託の開示情報はあくまでも

参考情報であり、ご契約者が直接投資信託を保有するものではありません。
・ 産資はで品商当。すまりなにとこう負をクスリ資投はてっよに等動変替為、落下の価株、面反るきで待期が性益収い高、めたるいてしと象対資投を産資クスリるすき動値てっよに境環の場市融金、利金、益収業企、済経は用運産資の定勘別特 

運用の結果が直接、死亡保険金額、解約払戻金額、将来の年金額等に反映されることから、資産運用の成果・リスクが直接ご契約者に帰属することになります。
・ のスイラプトッニユ、ととこるいてし有保を金預現の定一てえ備に等動異の約契険保にかほの託信資投が定勘別特、はれこ。すまりな異はとき動の額価準基の託信資投るなと象対資投な主の定勘別特、はき動のスイラプトッニユの定勘別特 

計算にあたり保険関係費用等を控除しているからです。また、ご契約者の積立金の増減とユニットプライスの動きは必ずしも一致するものではありません。これは、ご契約者の積立金を算出するためにはユニットプライスの増減に加えて、積立金
移転費用、貸付利息等を控除する場合があるからです。

・ 。んせまい負を任責切一は社会式株険保命生んしんあ動日上海京東ていつに容内示開、りあでのもるす供提が社会式株険保命生んしんあ動日上海京東を報情たれさ示開りよに社会用運各は報情示開の託信資投るいてれさ載掲に料資当 
・ 。んせまりあはでのもるす証保はいるあ唆示を果成用運の来将、りあでのもたし表を績実の去過は等況現の託信資投、表諸務財、況状用運るいてれさ載掲に料資当 

投資対象となる投資信託について

■特別勘定 純資産総額の内訳 （単位：百万円）

− 9 −

⽇本株式インデックス（2023年3⽉末現在）

【運用会社】ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ
【運用対象】日本株式
【ベンチマーク】TOPIX（配当金込）

日本株式インデックス・ファンドVA１＜適格機関投資家限定＞の基本情報

運用状況

20

60

100

140

180

01/4/1 04/4/1 07/4/1 10/4/1 13/4/1 16/4/1 19/4/1 22/4/1

ユニットプライス 前月比
2020年  3月31日 89.12 －
2022年  3月31日 120.91 5.26%

4月30日 114.25 －5.51%
5月31日 117.70 3.03%
6月30日 115.75 －1.66%
7月31日 119.12 2.92%
8月31日 120.00 0.74%
9月30日 115.08 －4.10%

10月31日 116.60 1.32%
11月30日 122.02 4.65%
12月31日 116.04 －4.90%

2023年  1月31日 121.18 4.43%
2月28日 121.57 0.32%
3月31日 123.25 1.38%

3ヶ月変化率 6.21%
6ヶ月変化率 7.10%

1年変化率 1.94%
3年変化率 38.29%

※ユニットプライスは、小数点第3位以下を切り捨てて表示しています。
※前月比・変化率は、小数点第3位を四捨五入して表示しています。

【特別勘定の設定日】2001年4月1日
【資産分類】日本株式
【運用方針】
東証株価指数（TOPIX）採用銘柄を中心に分散投資を行い、
TOPIXの動きに連動する投資成果を目指します。

【投資対象となる投資信託】
日本株式インデックス・ファンドVA１

資産等の種類 金　額 構成比
現預金 － －
有価証券等
日本株式インデックス・ファンドVA1 729 98.6%
その他 68 9.2%

資産合計 797 107.8%
負債合計 57 7.8%

純資産総額 739 100.0%

■ ←手作業！ 2023.3
業種 構成比

1 電気機器 17.44%
2 情報・通信業 8.36%
3 輸送用機器 7.20%
4 化学 6.08%
5 卸売業 5.96%

※構成比はマザーファンド純資産総額
　に対する割合

■組入上位20銘柄（2023.3末現在）　　　
銘柄名 業種 構成比 銘柄名 業種 構成比

1 トヨタ自動車 輸送用機器 3.46% 11 東京エレクトロン 電気機器 1.14%
2 ソニーグループ 電気機器 2.85% 12 任天堂 その他製品 1.09%
3 キーエンス 電気機器 2.16% 13 三井物産 卸売業 1.07%
4 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 銀行業 1.76% 14 ＫＤＤＩ 情報・通信業 1.06%
5 日本電信電話 情報・通信業 1.71% 15 三菱商事 卸売業 1.05%
6 第一三共 医薬品 1.41% 16 ＨＯＹＡ 精密機器 1.04%
7 武田薬品工業 医薬品 1.30% 17 ソフトバンクグループ 情報・通信業 1.01%
8 三井住友フィナンシャルグループ 銀行業 1.28% 18 本田技研工業 輸送用機器 0.96%
9 日立製作所 電気機器 1.20% 19 ダイキン工業 機械 0.96%
10 信越化学工業 化学 1.20% 20 伊藤忠商事 卸売業 0.94%
※構成比はマザーファンド純資産総額に対する割合

■主要指標 （2023.3末現在）

銘柄数 2,155
β値* 1.00

0.01%
＊対ベンチマーク
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特別勘定について
基本情報 ■ユニットプライスの推移

・ 。んせまりあはでのもたしと的目を集募の約契険保命生、りあでのものめたるす示開を等況状用運ていつに定勘別特各の）険保金年人個額変（Ⅰ金年型資投、は料資当 
・  投資型年金Ⅰ（変額個人年金保険）は特別勘定で運用を行う商品です。また特別勘定は投資信託を主な投資対象としていますが、当商品は投資信託とは異なる商品です。また、当資料に掲載されている投資信託の開示情報はあくまでも

参考情報であり、ご契約者が直接投資信託を保有するものではありません。
・ 産資はで品商当。すまりなにとこう負をクスリ資投はてっよに等動変替為、落下の価株、面反るきで待期が性益収い高、めたるいてしと象対資投を産資クスリるすき動値てっよに境環の場市融金、利金、益収業企、済経は用運産資の定勘別特 

運用の結果が直接、死亡保険金額、解約払戻金額、将来の年金額等に反映されることから、資産運用の成果・リスクが直接ご契約者に帰属することになります。
・ のスイラプトッニユ、ととこるいてし有保を金預現の定一てえ備に等動異の約契険保にかほの託信資投が定勘別特、はれこ。すまりな異はとき動の額価準基の託信資投るなと象対資投な主の定勘別特、はき動のスイラプトッニユの定勘別特 

計算にあたり保険関係費用等を控除しているからです。また、ご契約者の積立金の増減とユニットプライスの動きは必ずしも一致するものではありません。これは、ご契約者の積立金を算出するためにはユニットプライスの増減に加えて、積立金
移転費用、貸付利息等を控除する場合があるからです。

・ 。んせまい負を任責切一は社会式株険保命生んしんあ動日上海京東ていつに容内示開、りあでのもるす供提が社会式株険保命生んしんあ動日上海京東を報情たれさ示開りよに社会用運各は報情示開の託信資投るいてれさ載掲に料資当 
・ 。んせまりあはでのもるす証保はいるあ唆示を果成用運の来将、りあでのもたし表を績実の去過は等況現の託信資投、表諸務財、況状用運るいてれさ載掲に料資当 

投資対象となる投資信託について

■特別勘定 純資産総額の内訳 （単位：百万円）

− 10 −

欧州株式（2023年3⽉末現在）

【運用会社】Jupiter Asset Management Limited
【運用対象】欧州株式
【ベンチマーク】FTSE World Europe Index

運用状況

「Merian European Equity Fund」の償還により、2022年12月5日付で、投資対象となる投資信託を「Jupiter European Growth」
に変更いたしました。この変更に伴う特別勘定の運用方針の変更はございません。
なお、詳細につきましては、弊社ホームページ（https://fl.tmn-anshin.co.jp/）に掲載の「特別勘定のしおり 追補版」を
ご高覧ください。

Jupiter European Growth の基本情報
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00/12/18 04/12/18 08/12/18 12/12/18 16/12/18 20/12/18

ユニットプライス 前月比
2020年  3月31日 86.89 －
2022年  3月31日 157.77 7.16%

4月30日 152.66 －3.24%
5月31日 158.68 3.94%
6月30日 150.82 －4.95%
7月31日 152.39 1.04%
8月31日 151.79 －0.39%
9月30日 141.61 －6.71%

10月31日 154.43 9.05%
11月30日 161.14 4.35%
12月31日 152.23 －5.53%

2023年  1月31日 161.27 5.94%
2月28日 171.70 6.47%
3月31日 172.13 0.25%

3ヶ月変化率 13.08%
6ヶ月変化率 21.56%

1年変化率 9.10%
3年変化率 98.10%

※ユニットプライスは、小数点第3位以下を切り捨てて表示しています。
※前月比・変化率は、小数点第3位を四捨五入して表示しています。

【特別勘定の設定日】2000年12月18日
【資産分類】外国株式
【運用方針】
欧州株式を中心に分散投資を行い、中長期的な値上がり益の獲得を
目指します。原則として為替ヘッジは行いません。

【投資対象となる投資信託】
Jupiter European Growth    

資産等の種類 金　額 構成比
現預金 5 1.2%
有価証券等

Jupiter European
Growth 464 98.8%

その他 － －
資産合計 469 100.0%
負債合計 － －

純資産総額 469 100.0%

■国別内訳 （2023.2末現在）　　　　　　　
国名

26.7%
16.4%
14.5%
9.5%
7.4%
7.4%
5.6%
5.6%
2.5%
2.3%
0.6%

※構成比は投資対象となる投資信託の純資産総額に対する
　割合

フランス
オランダ
イギリス
スイス
イタリア
デンマーク
スペイン
スウェーデン
ドイツ
アイルランド
その他

■上位業種構成比（2023.2末現在）　　　
業種 構成比

25.2%
23.0%
14.0%
13.1%
9.9%
7.2%
6.1%

※構成比は投資対象となる投資信託の純資産総額に対す
　る割合

生活必需品

資本財・サービス
一般消費財・サービス
情報技術
ヘルスケア
金融

素材

■組入上位10銘柄（2023.2末現在）　　　
銘柄名 構成比

1 Relx Plc 6.5%
2 Novo Nordisk Class B 6.0%
3 Lvmh 5.4%
4 Amadeus IT Group SA 5.2%
5 Pernod Ricard SA 5.0%
6 Edenred 4.8%
7 Asml Holding Nv 4.8%
8 Dassault Systemes 4.0%
9 Wolters Kluwer Nv 3.6%
10 Finecobank Banca Fineco 3.6%
※構成比は投資対象となる投資信託の純資産総額に対する
　割合
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特別勘定について
基本情報 ■ユニットプライスの推移

・ 。んせまりあはでのもたしと的目を集募の約契険保命生、りあでのものめたるす示開を等況状用運ていつに定勘別特各の）険保金年人個額変（Ⅰ金年型資投、は料資当 
・  投資型年金Ⅰ（変額個人年金保険）は特別勘定で運用を行う商品です。また特別勘定は投資信託を主な投資対象としていますが、当商品は投資信託とは異なる商品です。また、当資料に掲載されている投資信託の開示情報はあくまでも

参考情報であり、ご契約者が直接投資信託を保有するものではありません。
・ 産資はで品商当。すまりなにとこう負をクスリ資投はてっよに等動変替為、落下の価株、面反るきで待期が性益収い高、めたるいてしと象対資投を産資クスリるすき動値てっよに境環の場市融金、利金、益収業企、済経は用運産資の定勘別特 

運用の結果が直接、死亡保険金額、解約払戻金額、将来の年金額等に反映されることから、資産運用の成果・リスクが直接ご契約者に帰属することになります。
・ のスイラプトッニユ、ととこるいてし有保を金預現の定一てえ備に等動異の約契険保にかほの託信資投が定勘別特、はれこ。すまりな異はとき動の額価準基の託信資投るなと象対資投な主の定勘別特、はき動のスイラプトッニユの定勘別特 

計算にあたり保険関係費用等を控除しているからです。また、ご契約者の積立金の増減とユニットプライスの動きは必ずしも一致するものではありません。これは、ご契約者の積立金を算出するためにはユニットプライスの増減に加えて、積立金
移転費用、貸付利息等を控除する場合があるからです。

・ 。んせまい負を任責切一は社会式株険保命生んしんあ動日上海京東ていつに容内示開、りあでのもるす供提が社会式株険保命生んしんあ動日上海京東を報情たれさ示開りよに社会用運各は報情示開の託信資投るいてれさ載掲に料資当 
・ 。んせまりあはでのもるす証保はいるあ唆示を果成用運の来将、りあでのもたし表を績実の去過は等況現の託信資投、表諸務財、況状用運るいてれさ載掲に料資当 

投資対象となる投資信託について

■特別勘定 純資産総額の内訳 （単位：百万円）

− 10 −

欧州株式（2023年4⽉末現在）

【運用会社】Jupiter Asset Management Limited
【運用対象】欧州株式
【ベンチマーク】FTSE World Europe Index

運用状況

Jupiter European Growth の基本情報
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ユニットプライス 前月比
2020年  4月30日 93.98 －
2022年  4月30日 152.66 －3.24%

5月31日 158.68 3.94%
6月30日 150.82 －4.95%
7月31日 152.39 1.04%
8月31日 151.79 －0.39%
9月30日 141.61 －6.71%

10月31日 154.43 9.05%
11月30日 161.14 4.35%
12月31日 152.23 －5.53%

2023年  1月31日 161.27 5.94%
2月28日 171.70 6.47%
3月31日 172.13 0.25%
4月30日 176.63 2.61%

3ヶ月変化率 9.52%
6ヶ月変化率 14.38%

1年変化率 15.70%
3年変化率 87.94%

※ユニットプライスは、小数点第3位以下を切り捨てて表示しています。
※前月比・変化率は、小数点第3位を四捨五入して表示しています。

【特別勘定の設定日】2000年12月18日
【資産分類】外国株式
【運用方針】
欧州株式を中心に分散投資を行い、中長期的な値上がり益の獲得を
目指します。原則として為替ヘッジは行いません。

【投資対象となる投資信託】
Jupiter European Growth    

資産等の種類 金　額 構成比
現預金 14 3.0%
有価証券等

Jupiter European
Growth 466 97.0%

その他 － －
資産合計 481 100.0%
負債合計 － －

純資産総額 481 100.0%

■国別内訳 （2023.3末現在）　　　　　　　
国名

27.0%
22.6%
9.9%
7.8%
7.8%
7.1%
5.8%
5.5%
2.7%
2.4%
0.6%

※構成比は投資対象となる投資信託の純資産総額に対する
　割合

フランス
オランダ
スイス
デンマーク
イギリス
イタリア
スペイン
スウェーデン
ドイツ
アイルランド
その他

■上位業種構成比（2023.3末現在）　　　
業種 構成比

25.3%
24.2%
14.5%
12.8%
8.8%
7.4%
6.2%

※構成比は投資対象となる投資信託の純資産総額に対す
　る割合

生活必需品

資本財・サービス
一般消費財・サービス
情報技術
ヘルスケア
金融

素材

■組入上位10銘柄（2023.3末現在）　　　
銘柄名 構成比

1 Relx Plc 6.7%
2 Novo Nordisk Class B 6.4%
3 Lvmh 5.7%
4 Amadeus IT Group SA 5.5%
5 Pernod Ricard SA 5.3%
6 Asml Holding Nv 5.0%
7 Edenred 4.9%
8 Dassault Systemes 4.0%
9 Wolters Kluwer Nv 3.7%
10 Finecobank Banca Fineco 3.4%
※構成比は投資対象となる投資信託の純資産総額に対する
　割合
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特別勘定について
基本情報 ■ユニットプライスの推移

・ 。んせまりあはでのもたしと的目を集募の約契険保命生、りあでのものめたるす示開を等況状用運ていつに定勘別特各の）険保金年人個額変（Ⅰ金年型資投、は料資当 
・  投資型年金Ⅰ（変額個人年金保険）は特別勘定で運用を行う商品です。また特別勘定は投資信託を主な投資対象としていますが、当商品は投資信託とは異なる商品です。また、当資料に掲載されている投資信託の開示情報はあくまでも

参考情報であり、ご契約者が直接投資信託を保有するものではありません。
・ 産資はで品商当。すまりなにとこう負をクスリ資投はてっよに等動変替為、落下の価株、面反るきで待期が性益収い高、めたるいてしと象対資投を産資クスリるすき動値てっよに境環の場市融金、利金、益収業企、済経は用運産資の定勘別特 

運用の結果が直接、死亡保険金額、解約払戻金額、将来の年金額等に反映されることから、資産運用の成果・リスクが直接ご契約者に帰属することになります。
・ のスイラプトッニユ、ととこるいてし有保を金預現の定一てえ備に等動異の約契険保にかほの託信資投が定勘別特、はれこ。すまりな異はとき動の額価準基の託信資投るなと象対資投な主の定勘別特、はき動のスイラプトッニユの定勘別特 

計算にあたり保険関係費用等を控除しているからです。また、ご契約者の積立金の増減とユニットプライスの動きは必ずしも一致するものではありません。これは、ご契約者の積立金を算出するためにはユニットプライスの増減に加えて、積立金
移転費用、貸付利息等を控除する場合があるからです。

・ 。んせまい負を任責切一は社会式株険保命生んしんあ動日上海京東ていつに容内示開、りあでのもるす供提が社会式株険保命生んしんあ動日上海京東を報情たれさ示開りよに社会用運各は報情示開の託信資投るいてれさ載掲に料資当 
・ 。んせまりあはでのもるす証保はいるあ唆示を果成用運の来将、りあでのもたし表を績実の去過は等況現の託信資投、表諸務財、況状用運るいてれさ載掲に料資当 

投資対象となる投資信託について

■特別勘定 純資産総額の内訳 （単位：百万円）
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⽶国株式（2023年3⽉末現在）

運用状況

【投資顧問会社】Jupiter Investment Management Limited   
【運用対象】米国株式
【ベンチマーク】MSCI North America

      の基本情報Jupiter Merian North American Equity Fund（IRL）
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00/12/18 04/12/18 08/12/18 12/12/18 16/12/18 20/12/18

ユニットプライス 前月比
2020年  3月31日 104.04 －
2022年  3月31日 205.74 14.05%

4月30日 197.42 －4.05%
5月31日 192.94 －2.27%
6月30日 194.74 0.93%
7月31日 202.29 3.88%
8月31日 207.87 2.76%
9月30日 195.96 －5.73%

10月31日 207.05 5.66%
11月30日 203.36 －1.79%
12月31日 186.31 －8.38%

2023年  1月31日 197.25 5.87%
2月28日 202.73 2.78%
3月31日 198.73 －1.97%

3ヶ月変化率 6.67%
6ヶ月変化率 1.41%

1年変化率 －3.41%
3年変化率 91.01%

※ユニットプライスは、小数点第3位以下を切り捨てて表示しています。
※前月比・変化率は、小数点第3位を四捨五入して表示しています。

【特別勘定の設定日】2000年12月18日
【資産分類】外国株式
【運用方針】
米国の成長株を中心に分散投資を行い、中長期的な値上がり益の獲
得を目指します。原則として為替ヘッジは行いません。

【投資対象となる投資信託】
Jupiter Merian North American Equity Fund（IRL）     

資産等の種類 金　額 構成比
現預金 43 3.3%
有価証券等

Jupiter Merian North American
Equity Fund（IRL） 1,289 96.7%

その他 － －
資産合計 1,333 100.0%
負債合計 － －

純資産総額 1,333 100.0%

■上位業種構成比（2023.2末現在）　　　
業種 構成比

30.8%
18.1%
9.8%
9.7%
7.6%
6.9%
6.6%
2.4%
2.3%
1.9%
1.7%

※構成比は投資対象となる投資信託の純資産総額に対す
　る割合

一般消費財・サービス

情報技術
ヘルスケア
コミュニケーション・サービス
資本財・サービス
金融

公益事業
素材
エネルギー
不動産
その他

■組入上位10銘柄（2023.2末現在）　　　
銘柄名 構成比 銘柄名 構成比

1 APPLE INC. 4.9% 6 PFIZER INC. 1.5%
2 MICROSOFT CORPORATION 3.4% 7 ADOBE INCORPORATED 1.4%
3 ALPHABET INC. CLASS A 2.5% 8 CADENCE DESIGN SYSTEMS, INC. 1.4%
4 VISA INC. CLASS A 2.1% 9 EVEREST RE GROUP, LTD. 1.4%
5 UNITEDHEALTH GROUP 1.8% 10 CATERPILLAR INC. 1.3%

※構成比は投資対象となる投資信託の純資産総額に対する割合
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特別勘定について
基本情報 ■ユニットプライスの推移

・ 。んせまりあはでのもたしと的目を集募の約契険保命生、りあでのものめたるす示開を等況状用運ていつに定勘別特各の）険保金年人個額変（Ⅰ金年型資投、は料資当 
・  投資型年金Ⅰ（変額個人年金保険）は特別勘定で運用を行う商品です。また特別勘定は投資信託を主な投資対象としていますが、当商品は投資信託とは異なる商品です。また、当資料に掲載されている投資信託の開示情報はあくまでも

参考情報であり、ご契約者が直接投資信託を保有するものではありません。
・ 産資はで品商当。すまりなにとこう負をクスリ資投はてっよに等動変替為、落下の価株、面反るきで待期が性益収い高、めたるいてしと象対資投を産資クスリるすき動値てっよに境環の場市融金、利金、益収業企、済経は用運産資の定勘別特 

運用の結果が直接、死亡保険金額、解約払戻金額、将来の年金額等に反映されることから、資産運用の成果・リスクが直接ご契約者に帰属することになります。
・ のスイラプトッニユ、ととこるいてし有保を金預現の定一てえ備に等動異の約契険保にかほの託信資投が定勘別特、はれこ。すまりな異はとき動の額価準基の託信資投るなと象対資投な主の定勘別特、はき動のスイラプトッニユの定勘別特 

計算にあたり保険関係費用等を控除しているからです。また、ご契約者の積立金の増減とユニットプライスの動きは必ずしも一致するものではありません。これは、ご契約者の積立金を算出するためにはユニットプライスの増減に加えて、積立金
移転費用、貸付利息等を控除する場合があるからです。

・ 。んせまい負を任責切一は社会式株険保命生んしんあ動日上海京東ていつに容内示開、りあでのもるす供提が社会式株険保命生んしんあ動日上海京東を報情たれさ示開りよに社会用運各は報情示開の託信資投るいてれさ載掲に料資当 
・ 。んせまりあはでのもるす証保はいるあ唆示を果成用運の来将、りあでのもたし表を績実の去過は等況現の託信資投、表諸務財、況状用運るいてれさ載掲に料資当 

投資対象となる投資信託について

■特別勘定 純資産総額の内訳 （単位：百万円）

− 11 −

⽶国株式（2023年4⽉末現在）

運用状況

【投資顧問会社】Jupiter Investment Management Limited   
【運用対象】米国株式
【ベンチマーク】MSCI North America

      の基本情報Jupiter Merian North American Equity Fund（IRL）
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ユニットプライス 前月比
2020年  4月30日 116.14 －
2022年  4月30日 197.42 －4.05%

5月31日 192.94 －2.27%
6月30日 194.74 0.93%
7月31日 202.29 3.88%
8月31日 207.87 2.76%
9月30日 195.96 －5.73%

10月31日 207.05 5.66%
11月30日 203.36 －1.79%
12月31日 186.31 －8.38%

2023年  1月31日 197.25 5.87%
2月28日 202.73 2.78%
3月31日 198.73 －1.97%
4月30日 198.05 －0.34%

3ヶ月変化率 0.40%
6ヶ月変化率 －4.35%

1年変化率 0.32%
3年変化率 70.52%

※ユニットプライスは、小数点第3位以下を切り捨てて表示しています。
※前月比・変化率は、小数点第3位を四捨五入して表示しています。

【特別勘定の設定日】2000年12月18日
【資産分類】外国株式
【運用方針】
米国の成長株を中心に分散投資を行い、中長期的な値上がり益の獲
得を目指します。原則として為替ヘッジは行いません。

【投資対象となる投資信託】
Jupiter Merian North American Equity Fund（IRL）     

資産等の種類 金　額 構成比
現預金 101 7.7%
有価証券等

Jupiter Merian North American
Equity Fund（IRL） 1,276 96.8%

その他 － －
資産合計 1,378 104.6%
負債合計 60 4.6%

純資産総額 1,318 100.0%

■上位業種構成比（2023.3末現在）　　　
業種 構成比

33.0%
15.4%
10.2%
10.1%
7.6%
7.5%
6.5%
2.4%
2.1%
2.0%
1.8%
1.5%

※構成比は投資対象となる投資信託の純資産総額に対す
　る割合

金融

情報技術
ヘルスケア
コミュニケーション・サービス
資本財・サービス
公益事業

一般消費財・サービス
エネルギー
不動産
素材
生活必需品
その他

■組入上位10銘柄（2023.3末現在）　　　
銘柄名 構成比 銘柄名 構成比

1 APPLE INC. 5.5% 6 UNITEDHEALTH GROUP 1.7%
2 MICROSOFT CORPORATION 3.8% 7 ADOBE INCORPORATED 1.6%
3 ALPHABET INC. CLASS A 2.5% 8 NETFLIX, INC. 1.5%
4 VISA INC. CLASS A 2.0% 9 CADENCE DESIGN SYSTEMS, INC. 1.4%
5 MASTERCARD INCORPORATED 1.8% 10 TEXAS INSTRUMENTS INC. 1.4%

※構成比は投資対象となる投資信託の純資産総額に対する割合
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特別勘定について
基本情報 ■ユニットプライスの推移

・ 。んせまりあはでのもたしと的目を集募の約契険保命生、りあでのものめたるす示開を等況状用運ていつに定勘別特各の）険保金年人個額変（Ⅰ金年型資投、は料資当 
・  投資型年金Ⅰ（変額個人年金保険）は特別勘定で運用を行う商品です。また特別勘定は投資信託を主な投資対象としていますが、当商品は投資信託とは異なる商品です。また、当資料に掲載されている投資信託の開示情報はあくまでも

参考情報であり、ご契約者が直接投資信託を保有するものではありません。
・ 産資はで品商当。すまりなにとこう負をクスリ資投はてっよに等動変替為、落下の価株、面反るきで待期が性益収い高、めたるいてしと象対資投を産資クスリるすき動値てっよに境環の場市融金、利金、益収業企、済経は用運産資の定勘別特 

運用の結果が直接、死亡保険金額、解約払戻金額、将来の年金額等に反映されることから、資産運用の成果・リスクが直接ご契約者に帰属することになります。
・ のスイラプトッニユ、ととこるいてし有保を金預現の定一てえ備に等動異の約契険保にかほの託信資投が定勘別特、はれこ。すまりな異はとき動の額価準基の託信資投るなと象対資投な主の定勘別特、はき動のスイラプトッニユの定勘別特 

計算にあたり保険関係費用等を控除しているからです。また、ご契約者の積立金の増減とユニットプライスの動きは必ずしも一致するものではありません。これは、ご契約者の積立金を算出するためにはユニットプライスの増減に加えて、積立金
移転費用、貸付利息等を控除する場合があるからです。

・ 。んせまい負を任責切一は社会式株険保命生んしんあ動日上海京東ていつに容内示開、りあでのもるす供提が社会式株険保命生んしんあ動日上海京東を報情たれさ示開りよに社会用運各は報情示開の託信資投るいてれさ載掲に料資当 
・ 。んせまりあはでのもるす証保はいるあ唆示を果成用運の来将、りあでのもたし表を績実の去過は等況現の託信資投、表諸務財、況状用運るいてれさ載掲に料資当 

投資対象となる投資信託について

■特別勘定 純資産総額の内訳 （単位：百万円）

− 12 −

世界バランス（2023年3⽉末現在）

【運用会社】ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント
品商融金期短円びよお券債・式株の国各界世む含を本日 】象対用運【

を主要投資対象とします。（株式先物・債券先物取引等を
含みます。）

【ベンチマーク】 MSCIワールド・インデックス40％＋JPモルガン・ガバメン
トボンド・インデックス（グローバル）40％（ともに100％
為替円ヘッジ、円ベース）＋日本円1か月TIBOR20％

ダ・ヴィンチVAの基本情報

運用状況
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99/8/1 02/8/1 05/8/1 08/8/1 11/8/1 14/8/1 17/8/1 20/8/1

ユニットプライス 前月比
2020年  3月31日 102.03 －
2022年  3月31日 117.43 1.91%

4月30日 113.38 －3.45%
5月31日 113.20 －0.16%
6月30日 107.66 －4.89%
7月31日 111.17 3.26%
8月31日 110.27 －0.81%
9月30日 105.11 －4.68%

10月31日 106.53 1.35%
11月30日 108.31 1.67%
12月31日 104.97 －3.08%

2023年  1月31日 108.92 3.77%
2月28日 107.23 －1.56%
3月31日 108.02 0.74%

3ヶ月変化率 2.91%
6ヶ月変化率 2.77%

1年変化率 －8.01%
3年変化率 5.87%

※ユニットプライスは、小数点第3位以下を切り捨てて表示しています。
※前月比・変化率は、小数点第3位を四捨五入して表示しています。

【特別勘定の設定日】1999年8月1日
【資産分類】バランス
【運用方針】
日本を含む世界の株式、債券、円短期金融商品を主要投資対象とし、
独自の計量モデルによるアクティブ運用を行い、長期的に安定した運
用成果を目指します。原則として、為替ヘッジを行います。

【投資対象となる投資信託】
ダ・ヴィンチVA

資産等の種類 金　額 構成比
現預金 2 1.2%
有価証券等

ダ・ヴィンチVA 203 98.8%
その他 － －

資産合計 206 100.0%
負債合計 － －

純資産総額 206 100.0%

■資産構成 （2023.3末現在）　　　　　　　
構成比
43.0%
34.5%
22.6%

100.0%

世界株式
世界債券
円短期金融商品
合計

＜資産クラス間配分＞
 資産クラス間配分では、世界株式はモメンタムの観点で評価が⾼いことから、円短期⾦融商品に対して強気の⾒通しとしている。世界債券はモメンタムの観点
で評価が⾼いことから、円短期⾦融商品に対して強気の⾒通しとしている。⼤型株／⼩型株の配分に関しては、⼤型株に対してやや強気の⾒通しとしている。⼤
型株はモメンタムの観点で評価が⾼いことからやや強気の⾒通しとしている。⼀般優良株／テクノロジー株間の配分に関しては、モメンタムの観点からテクノロ
ジー株に対して強気の⾒通しとしている。
＜株式国別配分＞
 株式国別配分においては、フランスや⽇本に対して強気の⾒通しとする⼀⽅で、アメリカや⾹港に対して弱気の⾒通しとしている。フランスに対しては、リス
ク・プレミアムの観点で評価が⾼いことから強気の⾒通しとしている。⽇本に対しては、バリューの観点で評価が⾼いことから強気の⾒通しとしている。⼀⽅、
アメリカに対しては、バリューおよびモメンタムの観点で評価が低いことから弱気の⾒通しとしている。⾹港に対しては、マクロの観点で評価が低いことから弱
気の⾒通しとしている。
＜債券国別配分＞
 債券国別配分においては、イタリアやアメリカに対して強気の⾒通しとする⼀⽅で、カナダやドイツに対して弱気の⾒通しとしている。イタリアに対しては、
モメンタムの観点で評価が⾼いことから強気の⾒通しとしている。アメリカに対しては、バリューの観点で評価が⾼いことから強気の⾒通しとしている。⼀⽅、
カナダに対しては、バリューおよびモメンタムの観点で評価が低いことから弱気の⾒通しとしている。ドイツに対しては、マクロの観点で評価が低いことから弱
気の⾒通しとしている。
＜通貨配分＞
 通貨配分においては、アメリカやユーロ圏に対して強気の⾒通しとする⼀⽅で、イギリスやカナダに対して弱気の⾒通しとしている。アメリカに対しては、マ
クロの観点で評価が⾼いことから強気の⾒通しとしている。ユーロ圏に対しては、マクロの観点で評価が⾼いことから強気の⾒通しとしている。⼀⽅、イギリス
に対しては、バリューおよびマクロの観点で評価が低いことから弱気の⾒通しとしている。カナダに対しては、マクロの観点で評価が低いことから弱気の⾒通し
としている。

【運⽤会社による投資信託へのコメント】（2023.3末現在）
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特別勘定について
基本情報 ■ユニットプライスの推移

・ 。んせまりあはでのもたしと的目を集募の約契険保命生、りあでのものめたるす示開を等況状用運ていつに定勘別特各の）険保金年人個額変（Ⅰ金年型資投、は料資当 
・  投資型年金Ⅰ（変額個人年金保険）は特別勘定で運用を行う商品です。また特別勘定は投資信託を主な投資対象としていますが、当商品は投資信託とは異なる商品です。また、当資料に掲載されている投資信託の開示情報はあくまでも

参考情報であり、ご契約者が直接投資信託を保有するものではありません。
・ 産資はで品商当。すまりなにとこう負をクスリ資投はてっよに等動変替為、落下の価株、面反るきで待期が性益収い高、めたるいてしと象対資投を産資クスリるすき動値てっよに境環の場市融金、利金、益収業企、済経は用運産資の定勘別特 

運用の結果が直接、死亡保険金額、解約払戻金額、将来の年金額等に反映されることから、資産運用の成果・リスクが直接ご契約者に帰属することになります。
・ のスイラプトッニユ、ととこるいてし有保を金預現の定一てえ備に等動異の約契険保にかほの託信資投が定勘別特、はれこ。すまりな異はとき動の額価準基の託信資投るなと象対資投な主の定勘別特、はき動のスイラプトッニユの定勘別特 

計算にあたり保険関係費用等を控除しているからです。また、ご契約者の積立金の増減とユニットプライスの動きは必ずしも一致するものではありません。これは、ご契約者の積立金を算出するためにはユニットプライスの増減に加えて、積立金
移転費用、貸付利息等を控除する場合があるからです。

・ 。んせまい負を任責切一は社会式株険保命生んしんあ動日上海京東ていつに容内示開、りあでのもるす供提が社会式株険保命生んしんあ動日上海京東を報情たれさ示開りよに社会用運各は報情示開の託信資投るいてれさ載掲に料資当 
・ 。んせまりあはでのもるす証保はいるあ唆示を果成用運の来将、りあでのもたし表を績実の去過は等況現の託信資投、表諸務財、況状用運るいてれさ載掲に料資当 

投資対象となる投資信託について

■特別勘定 純資産総額の内訳 （単位：百万円）

− 13 −

世界債券ヘッジ（2023年3⽉末現在）

運用状況

【運用会社】ブラックロック・ジャパン
【運用対象】日本を含む世界主要国の信用力の高い公社債
【ベンチマーク】FTSE世界国債インデックス（円ヘッジ  円ベース）

JDFワールド・ボンド・ファンド（為替ヘッジあり）の基本情報
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99/8/1 02/8/1 05/8/1 08/8/1 11/8/1 14/8/1 17/8/1 20/8/1

ユニットプライス 前月比
2020年  3月31日 105.76 －
2022年  3月31日 96.94 －2.39%

4月30日 95.18 －1.81%
5月31日 94.08 －1.16%
6月30日 90.86 －3.42%
7月31日 93.22 2.60%
8月31日 91.04 －2.33%
9月30日 87.53 －3.86%

10月31日 87.16 －0.42%
11月30日 87.82 0.76%
12月31日 85.95 －2.14%

2023年  1月31日 87.25 1.52%
2月28日 85.34 －2.19%
3月31日 86.61 1.48%

3ヶ月変化率 0.77%
6ヶ月変化率 －1.05%

1年変化率 －10.66%
3年変化率 －18.11%

※ユニットプライスは、小数点第3位以下を切り捨てて表示しています。
※前月比・変化率は、小数点第3位を四捨五入して表示しています。

【特別勘定の設定日】1999年8月1日
【資産分類】世界債券
【運用方針】
日本を含む世界主要国の国債等（国債、政府機関債、国際機関債）
を中心に公社債に投資を行い、ベンチマークを上回る投資成果を目
指します。投資する公社債は、取得時において投資適格または同等
の信用力を有するものとします。原則として為替ヘッジは行い、為
替変動リスクの低減を図ります。

【投資対象となる投資信託】
JDFワールド・ボンド・ファンド（為替ヘッジあり）

資産等の種類 金　額 構成比
現預金 14 2.6%
有価証券等

JDFワールド・ボンド・ファンド
（為替ヘッジあり） 535 97.4%

その他 － －
資産合計 549 100.0%
負債合計 － －

純資産総額 549 100.0%

■組入上位10銘柄（2023.3末現在）　　　
銘柄名 利率 償還年月日 構成比

1 アメリカ国債 0.125 2023/8/31 7.8%
2 アメリカ国債 2.500 2024/5/31 3.9%
3 アメリカ国債 2.500 2027/3/31 2.6%
4 アメリカ国債 0.500 2023/11/30 2.6%
5 アメリカ国債 0.500 2027/8/31 1.9%
6 アメリカ国債 1.250 2024/8/31 1.8%
7 アメリカ国債 4.250 2024/9/30 1.7%
8 イタリア国債 1.600 2026/6/1 1.5%
9 日本国債 1.800 2031/9/20 1.5%
10 フランス国債 1.000 2027/5/25 1.5%
※構成比はマザーファンド純資産総額に対する割合

（銘柄数　299）

■国別通貨別構成比率 （2023.3末現在）

ベンチマーク 債券 通貨
米国 42.7% 53.8% 1.0%
カナダ 1.8% 1.7% 0.1%
メキシコ 0.8% 1.7% 0.1%
日本 13.6% 14.7% 98.0%
オーストラリア 1.4% 1.5% 0.1%
ニュージーランド 0.2% －% －%
シンガポール 0.4% 0.5% 0.0%
中国 4.3% 3.8% 0.1%
マレーシア 0.5% －% －%
ユーロ 28.8% 28.9% 0.5%
英国 4.2% 7.0% 0.1%
デンマーク 0.3% 0.4% 0.0%
スウェーデン 0.2% 0.3% 0.0%

ベンチマーク 債券 通貨
ポーランド 0.4% 0.5% 0.1%
ノルウェー 0.1% 0.2% 0.0%
イスラエル 0.3% －% －%
国際機関 －% 1.1% －%
キャッシュ等 －16.0%
合計 100.0% 100.0% 100.0%
※ベンチマークは FTSE 世界国債インデックス 2023 年

4 月の構成比率
※債券は発行国ベース、債券先物と金利先物（先物の売

建てはマイナス表示）を含みます
※通貨は実質為替組入比率
※比率は対純資産総額、マザーファンドベース

修正デュレーション＝平均7.55年（ベンチマーク＝同7.54年）
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特別勘定について
基本情報 ■ユニットプライスの推移

・ 。んせまりあはでのもたしと的目を集募の約契険保命生、りあでのものめたるす示開を等況状用運ていつに定勘別特各の）険保金年人個額変（Ⅰ金年型資投、は料資当 
・  投資型年金Ⅰ（変額個人年金保険）は特別勘定で運用を行う商品です。また特別勘定は投資信託を主な投資対象としていますが、当商品は投資信託とは異なる商品です。また、当資料に掲載されている投資信託の開示情報はあくまでも

参考情報であり、ご契約者が直接投資信託を保有するものではありません。
・ 産資はで品商当。すまりなにとこう負をクスリ資投はてっよに等動変替為、落下の価株、面反るきで待期が性益収い高、めたるいてしと象対資投を産資クスリるすき動値てっよに境環の場市融金、利金、益収業企、済経は用運産資の定勘別特 

運用の結果が直接、死亡保険金額、解約払戻金額、将来の年金額等に反映されることから、資産運用の成果・リスクが直接ご契約者に帰属することになります。
・ のスイラプトッニユ、ととこるいてし有保を金預現の定一てえ備に等動異の約契険保にかほの託信資投が定勘別特、はれこ。すまりな異はとき動の額価準基の託信資投るなと象対資投な主の定勘別特、はき動のスイラプトッニユの定勘別特 

計算にあたり保険関係費用等を控除しているからです。また、ご契約者の積立金の増減とユニットプライスの動きは必ずしも一致するものではありません。これは、ご契約者の積立金を算出するためにはユニットプライスの増減に加えて、積立金
移転費用、貸付利息等を控除する場合があるからです。

・ 。んせまい負を任責切一は社会式株険保命生んしんあ動日上海京東ていつに容内示開、りあでのもるす供提が社会式株険保命生んしんあ動日上海京東を報情たれさ示開りよに社会用運各は報情示開の託信資投るいてれさ載掲に料資当 
・ 。んせまりあはでのもるす証保はいるあ唆示を果成用運の来将、りあでのもたし表を績実の去過は等況現の託信資投、表諸務財、況状用運るいてれさ載掲に料資当 

投資対象となる投資信託について

■特別勘定 純資産総額の内訳 （単位：百万円）
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世界債券（2023年3⽉末現在）

【運用会社】ブラックロック・ジャパン
【運用対象】日本を含む世界主要国の信用力の高い公社債
【ベンチマーク】FTSE世界国債インデックス（円ベース）

JDFワールド・ボンド・ファンド（為替ヘッジなし）の基本情報

運用状況
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99/8/1 02/8/1 05/8/1 08/8/1 11/8/1 14/8/1 17/8/1 20/8/1

ユニットプライス 前月比
2020年  3月31日 134.00 －
2022年  3月31日 138.77 2.19%

4月30日 138.67 －0.07%
5月31日 137.03 －1.19%
6月30日 138.96 1.42%
7月31日 141.39 1.74%
8月31日 139.11 －1.61%
9月30日 136.64 －1.77%

10月31日 139.44 2.05%
11月30日 136.40 －2.18%
12月31日 131.11 －3.88%

2023年  1月31日 131.61 0.38%
2月28日 132.48 0.66%
3月31日 132.99 0.39%

3ヶ月変化率 1.44%
6ヶ月変化率 －2.67%

1年変化率 －4.16%
3年変化率 －0.75%

※ユニットプライスは、小数点第3位以下を切り捨てて表示しています。
※前月比・変化率は、小数点第3位を四捨五入して表示しています。

【特別勘定の設定日】1999年8月1日
【資産分類】世界債券
【運用方針】
日本を含む世界主要国の国債等（国債、政府機関債、国際機関債）
を中心に公社債に投資を行い、ベンチマークを上回る投資成果を目
指します。投資する公社債は、取得時において投資適格または同等
の信用力を有するものとします。原則として為替ヘッジは行いません。

【投資対象となる投資信託】
JDFワールド・ボンド・ファンド（為替ヘッジなし）

資産等の種類 金　額 構成比
現預金 14 1.8%
有価証券等

JDFワールド・ボンド・ファンド
（為替ヘッジなし） 819 98.2%

その他 － －
資産合計 834 100.0%
負債合計 － －

純資産総額 834 100.0%

■組入上位10銘柄（2023.3末現在）　　　
銘柄名 利率 償還年月日 構成比

1 アメリカ国債 1.500 2024/2/29 6.7%
2 アメリカ国債 2.250 2024/3/31 6.3%
3 アメリカ国債 3.000 2024/6/30 4.5%
4 フランス国債 － 2026/2/25 2.5%
5 イタリア国債 0.600 2023/6/15 2.4%
6 日本国債 0.100 2029/9/20 2.0%
7 アメリカ国債 3.250 2024/8/31 1.9%
8 日本国債 0.800 2047/3/20 1.7%
9 アメリカ国債 － 2023/5/18 1.6%
10 日本国債 1.900 2042/9/20 1.6%
※構成比はマザーファンド純資産総額に対する割合

（銘柄数　246）

■国別通貨別構成比率 （2023.3末現在）

ベンチマーク 債券 通貨
米国 42.7% 53.5% 42.5%
カナダ 1.8% 2.0% 1.8%
メキシコ 0.8% 1.7% 0.8%
南アフリカ －% －% 0.0%
日本 13.6% 13.8% 13.8%
オーストラリア 1.4% 1.6% 1.4%
ニュージーランド 0.2% －% －%
シンガポール 0.4% 0.4% 0.9%
中国 4.3% 4.0% 4.1%
マレーシア 0.5% －% －%
ユーロ 28.8% 31.3% 29.0%
英国 4.2% 6.2% 4.2%
デンマーク 0.3% 0.2% 0.3%

ベンチマーク 債券 通貨
スウェーデン 0.2% 0.5% 0.2%
ポーランド 0.4% 0.4% 0.4%
ノルウェー 0.1% 0.3% 0.2%
イスラエル 0.3% －% 0.3%
国際機関 －% 1.3% －%
キャッシュ等 －17.0%
合計 100.0% 100.0% 100.0%
※ベンチマークは FTSE 世界国債インデックス 2023 年

4 月の構成比率
※債券は発行国ベース、債券先物と金利先物（先物の売

建てはマイナス表示）を含みます
※通貨は実質為替組入比率
※比率は対純資産総額、マザーファンドベース

修正デュレーション＝平均7.45年（ベンチマーク＝同7.54年）
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特別勘定について
基本情報 ■ユニットプライスの推移

・ 。んせまりあはでのもたしと的目を集募の約契険保命生、りあでのものめたるす示開を等況状用運ていつに定勘別特各の）険保金年人個額変（Ⅰ金年型資投、は料資当 
・  投資型年金Ⅰ（変額個人年金保険）は特別勘定で運用を行う商品です。また特別勘定は投資信託を主な投資対象としていますが、当商品は投資信託とは異なる商品です。また、当資料に掲載されている投資信託の開示情報はあくまでも

参考情報であり、ご契約者が直接投資信託を保有するものではありません。
・ 産資はで品商当。すまりなにとこう負をクスリ資投はてっよに等動変替為、落下の価株、面反るきで待期が性益収い高、めたるいてしと象対資投を産資クスリるすき動値てっよに境環の場市融金、利金、益収業企、済経は用運産資の定勘別特 

運用の結果が直接、死亡保険金額、解約払戻金額、将来の年金額等に反映されることから、資産運用の成果・リスクが直接ご契約者に帰属することになります。
・ のスイラプトッニユ、ととこるいてし有保を金預現の定一てえ備に等動異の約契険保にかほの託信資投が定勘別特、はれこ。すまりな異はとき動の額価準基の託信資投るなと象対資投な主の定勘別特、はき動のスイラプトッニユの定勘別特 

計算にあたり保険関係費用等を控除しているからです。また、ご契約者の積立金の増減とユニットプライスの動きは必ずしも一致するものではありません。これは、ご契約者の積立金を算出するためにはユニットプライスの増減に加えて、積立金
移転費用、貸付利息等を控除する場合があるからです。

・ 。んせまい負を任責切一は社会式株険保命生んしんあ動日上海京東ていつに容内示開、りあでのもるす供提が社会式株険保命生んしんあ動日上海京東を報情たれさ示開りよに社会用運各は報情示開の託信資投るいてれさ載掲に料資当 
・ 。んせまりあはでのもるす証保はいるあ唆示を果成用運の来将、りあでのもたし表を績実の去過は等況現の託信資投、表諸務財、況状用運るいてれさ載掲に料資当 

投資対象となる投資信託について

■特別勘定 純資産総額の内訳 （単位：百万円）

− 15 −

⽶国債券（2023年3⽉末現在）

【投資顧問会社】Janus Henderson Investors US LLC   
【運用対象】米国債券

 】クーマチンベ【   

      の基本情報

運用状況

Bloomberg Barclays US Aggregate Bond Index

Janus Henderson Flexible Income Fund

60

100

140

180

220

03/8/4 06/8/4 09/8/4 12/8/4 15/8/4 18/8/4 21/8/4

ユニットプライス 前月比
2020年  3月31日 154.36 －
2022年  3月31日 171.89 3.03%

4月30日 175.19 1.92%
5月31日 174.69 －0.29%
6月30日 180.69 3.44%
7月31日 182.85 1.19%
8月31日 184.14 0.70%
9月30日 183.26 －0.48%

10月31日 184.81 0.85%
11月30日 177.24 －4.10%
12月31日 170.19 －3.98%

2023年  1月31日 171.60 0.83%
2月28日 174.81 1.87%
3月31日 174.11 －0.40%

3ヶ月変化率 2.31%
6ヶ月変化率 －4.99%

1年変化率 1.30%
3年変化率 12.80%

※ユニットプライスは、小数点第3位以下を切り捨てて表示しています。
※前月比・変化率は、小数点第3位を四捨五入して表示しています。

【特別勘定の設定日】2003年8月4日
【資産分類】外国債券
【運用方針】
米国の公社債、モーゲージ証券、資産担保証券等に分散投資を行い、
元本の安全性に配慮しながら、慎重な資産運用の下に、トータル・
リターンの拡大を目指します。原則として為替ヘッジを行いません。

【投資対象となる投資信託】
Janus Henderson Flexible Income Fund 

資産等の種類 金　額 構成比
現預金 7 2.9%
有価証券等

Janus Henderson Flexible
Income Fund 250 97.1%

その他 － －
資産合計 257 100.0%
負債合計 － －

純資産総額 257 100.0%

■資産別構成比 （2023.2末現在） 
資産クラス 構成比

33.1%
24.5%
22.0%
8.2%
7.0%
2.1%
1.2%
0.6%
0.6%
0.8%

※構成比は投資対象となる投資信託の純資産総
　額に対する割合

ローン担保証券
ハイイールド社債
資産担保証券

現金および現金等価物

モーゲージ債
国債
投資適格債
不動産抵当証券担保証券
商業用不動産担保証券

バンクローン

■格付別構成比 （2023.2末現在） 
格付 構成比

67.6%
0.6%
8.5%

18.0%
3.0%
1.0%
0.7%

－
0.8%

※構成比は投資対象となる投資信託の純資産総
　額に対する割合

現金および現金等価物

格付無し
株式

Aaa
Aa
A
Baa
Ba
B

■組入上位10銘柄 （2023.2末現在）　　   　    　　  　　
銘柄名 構成比

1 United States Treasury Note/Bond 4.00 02/15/2026 4.9%
2 United States Treasury Note/Bond 3.88 02/15/2043 4.0%
3 United States Treasury Note/Bond 4.00 11/15/2052 3.6%
4 United States Treasury Note/Bond 4.00 11/15/2042 3.3%
5 United States Treasury Note/Bond 4.00 02/29/2028 2.8%
6 Fannie Mae Pool 3.00 12/01/2051 2.1%
7 Ginnie Mae II Pool 2.50 03/21/2023 1.8%
8 United States Treasury Note/Bond 3.88 12/31/2027 1.8%
9 United States Treasury Note/Bond 3.50 01/31/2028 1.6%
10 Ginnie Mae II Pool 3.50 03/21/2023 1.6%
※構成比は投資対象となる投資信託の純資産総額に対する割合
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特別勘定について
基本情報 ■ユニットプライスの推移

・ 。んせまりあはでのもたしと的目を集募の約契険保命生、りあでのものめたるす示開を等況状用運ていつに定勘別特各の）険保金年人個額変（Ⅰ金年型資投、は料資当 
・  投資型年金Ⅰ（変額個人年金保険）は特別勘定で運用を行う商品です。また特別勘定は投資信託を主な投資対象としていますが、当商品は投資信託とは異なる商品です。また、当資料に掲載されている投資信託の開示情報はあくまでも

参考情報であり、ご契約者が直接投資信託を保有するものではありません。
・ 産資はで品商当。すまりなにとこう負をクスリ資投はてっよに等動変替為、落下の価株、面反るきで待期が性益収い高、めたるいてしと象対資投を産資クスリるすき動値てっよに境環の場市融金、利金、益収業企、済経は用運産資の定勘別特 

運用の結果が直接、死亡保険金額、解約払戻金額、将来の年金額等に反映されることから、資産運用の成果・リスクが直接ご契約者に帰属することになります。
・ のスイラプトッニユ、ととこるいてし有保を金預現の定一てえ備に等動異の約契険保にかほの託信資投が定勘別特、はれこ。すまりな異はとき動の額価準基の託信資投るなと象対資投な主の定勘別特、はき動のスイラプトッニユの定勘別特 

計算にあたり保険関係費用等を控除しているからです。また、ご契約者の積立金の増減とユニットプライスの動きは必ずしも一致するものではありません。これは、ご契約者の積立金を算出するためにはユニットプライスの増減に加えて、積立金
移転費用、貸付利息等を控除する場合があるからです。

・ 。んせまい負を任責切一は社会式株険保命生んしんあ動日上海京東ていつに容内示開、りあでのもるす供提が社会式株険保命生んしんあ動日上海京東を報情たれさ示開りよに社会用運各は報情示開の託信資投るいてれさ載掲に料資当 
・ 。んせまりあはでのもるす証保はいるあ唆示を果成用運の来将、りあでのもたし表を績実の去過は等況現の託信資投、表諸務財、況状用運るいてれさ載掲に料資当 

投資対象となる投資信託について

■特別勘定 純資産総額の内訳 （単位：百万円）

− 15 −

⽶国債券（2023年4⽉末現在）

【投資顧問会社】Janus Henderson Investors US LLC   
【運用対象】米国債券

 】クーマチンベ【   

      の基本情報

運用状況

Bloomberg Barclays US Aggregate Bond Index

Janus Henderson Flexible Income Fund

60

100

140

180

220

03/8/4 06/8/4 09/8/4 12/8/4 15/8/4 18/8/4 21/8/4

ユニットプライス 前月比
2020年  4月30日 157.37 －
2022年  4月30日 175.19 1.92%

5月31日 174.69 －0.29%
6月30日 180.69 3.44%
7月31日 182.85 1.19%
8月31日 184.14 0.70%
9月30日 183.26 －0.48%

10月31日 184.81 0.85%
11月30日 177.24 －4.10%
12月31日 170.19 －3.98%

2023年  1月31日 171.60 0.83%
2月28日 174.81 1.87%
3月31日 174.11 －0.40%
4月30日 175.42 0.75%

3ヶ月変化率 2.23%
6ヶ月変化率 －5.08%

1年変化率 0.13%
3年変化率 11.47%

※ユニットプライスは、小数点第3位以下を切り捨てて表示しています。
※前月比・変化率は、小数点第3位を四捨五入して表示しています。

【特別勘定の設定日】2003年8月4日
【資産分類】外国債券
【運用方針】
米国の公社債、モーゲージ証券、資産担保証券等に分散投資を行い、
元本の安全性に配慮しながら、慎重な資産運用の下に、トータル・
リターンの拡大を目指します。原則として為替ヘッジを行いません。

【投資対象となる投資信託】
Janus Henderson Flexible Income Fund 

資産等の種類 金　額 構成比
現預金 2 1.1%
有価証券等

Janus Henderson Flexible
Income Fund 252 98.9%

その他 － －
資産合計 255 100.0%
負債合計 － －

純資産総額 255 100.0%

■資産別構成比 （2023.3末現在） 
資産クラス 構成比

32.2%
26.8%
19.1%
8.0%
6.8%
2.1%
1.2%
0.9%
0.5%
2.3%

※構成比は投資対象となる投資信託の純資産総
　額に対する割合

ローン担保証券
資産担保証券
ハイイールド社債

現金および現金等価物

モーゲージ債
国債
投資適格債
不動産抵当証券担保証券
商業用不動産担保証券

バンクローン

■格付別構成比 （2023.3末現在） 
格付 構成比

69.5%
0.6%
6.7%

16.9%
2.5%
1.0%
0.6%

－
2.3%

※構成比は投資対象となる投資信託の純資産総
　額に対する割合

現金および現金等価物

格付無し
株式

Aaa
Aa
A
Baa
Ba
B

■組入上位10銘柄 （2023.3末現在）　　   　    　　  　　
銘柄名 構成比

1 United States Treasury Note/Bond 4.63 03/15/2026 4.6%
2 United States Treasury Note/Bond 4.00 11/15/2052 3.7%
3 United States Treasury Note/Bond 3.50 02/15/2033 3.6%
4 United States Treasury Note/Bond 3.88 02/15/2043 3.5%
5 United States Treasury Note/Bond 4.00 11/15/2042 3.3%
6 United States Treasury Note/Bond 4.00 02/29/2028 2.8%
7 Fannie Mae Pool 3.00 12/01/2051 2.0%
8 United States Treasury Note/Bond 3.63 03/31/2028 1.9%
9 Ginnie Mae II Pool 2.50 04/20/2023 1.8%
10 United States Treasury Note/Bond 3.50 01/31/2028 1.6%
※構成比は投資対象となる投資信託の純資産総額に対する割合
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特別勘定について
基本情報 ■ユニットプライスの推移

・ 。んせまりあはでのもたしと的目を集募の約契険保命生、りあでのものめたるす示開を等況状用運ていつに定勘別特各の）険保金年人個額変（Ⅰ金年型資投、は料資当 
・  投資型年金Ⅰ（変額個人年金保険）は特別勘定で運用を行う商品です。また特別勘定は投資信託を主な投資対象としていますが、当商品は投資信託とは異なる商品です。また、当資料に掲載されている投資信託の開示情報はあくまでも

参考情報であり、ご契約者が直接投資信託を保有するものではありません。
・ 産資はで品商当。すまりなにとこう負をクスリ資投はてっよに等動変替為、落下の価株、面反るきで待期が性益収い高、めたるいてしと象対資投を産資クスリるすき動値てっよに境環の場市融金、利金、益収業企、済経は用運産資の定勘別特 

運用の結果が直接、死亡保険金額、解約払戻金額、将来の年金額等に反映されることから、資産運用の成果・リスクが直接ご契約者に帰属することになります。
・ のスイラプトッニユ、ととこるいてし有保を金預現の定一てえ備に等動異の約契険保にかほの託信資投が定勘別特、はれこ。すまりな異はとき動の額価準基の託信資投るなと象対資投な主の定勘別特、はき動のスイラプトッニユの定勘別特 

計算にあたり保険関係費用等を控除しているからです。また、ご契約者の積立金の増減とユニットプライスの動きは必ずしも一致するものではありません。これは、ご契約者の積立金を算出するためにはユニットプライスの増減に加えて、積立金
移転費用、貸付利息等を控除する場合があるからです。

・ 。んせまい負を任責切一は社会式株険保命生んしんあ動日上海京東ていつに容内示開、りあでのもるす供提が社会式株険保命生んしんあ動日上海京東を報情たれさ示開りよに社会用運各は報情示開の託信資投るいてれさ載掲に料資当 
・ 。んせまりあはでのもるす証保はいるあ唆示を果成用運の来将、りあでのもたし表を績実の去過は等況現の託信資投、表諸務財、況状用運るいてれさ載掲に料資当 

投資対象となる投資信託について

■特別勘定 純資産総額の内訳 （単位：百万円）

− 16 −

マネー・プール（2023年3⽉末現在）

60

80

100

120

140

00/7/1 03/7/1 06/7/1 09/7/1 12/7/1 15/7/1 18/7/1 21/7/1

ユニットプライス 前月比
2020年  3月31日 79.94 －
2022年  3月31日 78.05 －0.10%

4月30日 77.97 －0.10%
5月31日 77.89 －0.10%
6月30日 77.81 －0.10%
7月31日 77.73 －0.10%
8月31日 77.66 －0.10%
9月30日 77.58 －0.10%

10月31日 77.50 －0.10%
11月30日 77.42 －0.10%
12月31日 77.34 －0.10%

2023年  1月31日 77.27 －0.10%
2月28日 77.19 －0.09%
3月31日 77.12 －0.10%

3ヶ月変化率 －0.30%
6ヶ月変化率 －0.60%

1年変化率 －1.19%
3年変化率 －3.54%

※ユニットプライスは、小数点第3位以下を切り捨てて表示しています。
※前月比・変化率は、小数点第3位を四捨五入して表示しています。

【特別勘定の設定日】2000年7月1日
【資産分類】短期金融商品
【運用方針】
円建ての預貯金、短期金融商品を中心に投資を行います。流動性に
十分配慮し、リスクを抑えた安定的な運用を行います。

【投資対象】
特に定めません

資産等の種類 金　額 構成比
現預金 639 100.0%
有価証券等

－ －
その他 － －

資産合計 639 100.0%
負債合計 － －

純資産総額 639 100.0%
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【募集代理店】 【引受保険会社】

東京海上日動あんしん生命保険株式会社
ホームページ https://www.tmn-anshin.co.jp/

ご契約内容・各種手続きに関するお問合せ

0120-155-730
受付時間　平日9：00 ～ 17：00

（土曜・日曜・祝日・年末年始を除きます。）

投資リスクについて
この商品は、将来受け取る年金額、解約払戻金額、死亡保険金額等が特別勘定の運用実績に基づいて増減するしくみの生
命保険です。特別勘定は投資信託を通じて国内外の株式・債券等に投資されますので、この商品には価格変動リスク・為替
変動リスク・信用リスク・金利変動リスク等の投資リスクがあります。そのため、株価や債券価格の下落・為替の変動等により、
年金、解約払戻金等のお受け取り金額が、お支払いいただいた保険料の合計額を下回る可能性があります。

ご負担いただく費用について
■運用期間中の費用（すべてのご契約者にご負担いただく費用）

項　目 費　用
保険関係費用（保険契約管理費） 特別勘定の純資産総額に対して年率1.2％

資産運用関係費用＊

（資産運用管理費）
特別勘定の投資対象となる投資信託の純資産総額に対して上限年率1.5％
各特別勘定により異なります。詳しくは、P.2の目次をご覧ください。

■お取引の内容による費用（特定の取引のご契約者にご負担いただく費用）
項　目 適　用 費　用

契約維持費 基本保険金額が150万円未満の契約の場合 毎月400円

積立金移転費用 1保険年度12回を超える積立金の移転の際 1保険年度に12回までの移転…無料
1保険年度に12回を超える移転…1回につき1,000円

貸付利息 契約者貸付を受けたとき 貸付金額に対して年率1.2％

解約控除
解約するとき 積立金額に対して7％～ 1％（経過年数に応じて）
減額するとき 減額に相当する積立金額に対して7％～1％（経過年数に応じて）

■年金支払期間中の費用（将来、以下の内容が変更になることがあります）
● 保証期間付終身年金、確定年金の場合

項　目 適　用 費　用

保険関係費用（年金管理費） 当保険の維持管理等に必要な費用 年金額に対して1.0％以内
（毎年の年金支払日に責任準備金から控除します）

●特別勘定年金の場合
項　目 適　用 費　用

保険関係費用
（年金管理費）

特別勘定年金の維持管理等に必要な費用
（基本保険金額を最低保証するための費用お
よび災害死亡保険金などの費用を除きます）

特別勘定の純資産総額に対して年率1.17％

資産運用関係費用＊

（資産運用管理費）
保険関係費用（年金管理費）以外で、特別勘定
の運用に係わる費用として支払われます。

特別勘定の投資対象となる投資信託の純資産総額に対して上限
年率1.5％
各特別勘定により異なります。詳しくは、P.2の目次をご覧ください。

■ご負担いただく費用の合計額について
この商品にかかる費用の合計額は、上記「保険関係費用」、「資産運用関係費用」の合計額となります（ただし、一定期間内の解約につ
いては「解約控除」、積立金の移転が1保険年度12回を超えた場合には「積立金移転費用」等が別途かかりますのでご注意ください）。
＊資産運用関係費用は、主に利用する投資信託の信託報酬率を記載しています。信託報酬の他、監査報酬、信託事務の諸費用、有価証券の売
買委託手数料および消費税等の税金等がかかりますが、費用の発生前に金額や計算方法を確定することが困難なため表示することができま
せん。また、これらの費用は投資信託の純資産総額より差し引かれます。したがって、ご契約者はこれらの費用を間接的に負担することに
なります。なお、資産運用関係費用は、運用手法の変更等により将来変更される可能性があります。

ご注意いただきたい事項
●「投資型年金Ⅰ（変額個人年金保険）」は東京海上日動あんしん生命保険株式会社を引受保険会社とする生命保険（変額個
人年金保険）です。

●「投資型年金Ⅰ（変額個人年金保険）」には投資リスクがあり、投資リスクはご契約者に帰属します。場合によっては将
来お受け取りになる金額が、払込保険料総額を下回る可能性があります。

詳しくは、P.3の「特別勘定の内容」をご覧ください。

各特別勘定により異なります。詳しくは、P.3の「特別勘定の内容」をご覧ください。
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